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1 計画の概要

実施計画の趣旨

実施計画の期間

　なお、この計画は毎年度見直し（ローリング）を行い、予算編成の指針としております。

（１）

（２）
　実施計画の期間は、令和８年度から令和１０年度までの３年間です。

期間１０ヵ年のまちづくりの
基本的計画

前期基本計画

（令和２年～令和６年）

後期基本計画

（令和７年～令和１１年）

期間３年間のまちづくりの
具体的計画

（毎年度見直しを行う）
予　算　化

　第５次北茨城市総合計画（令和２～１１年度）は、基本構想、基本計画、実施計画をもって構成されています。
実施計画は、基本計画に示された各施策の推進を図るための具体的な行動計画となるものです。

総合計画

基本構想
まちづくりの基本的指針
（令和２年～令和１１年）

基本計画

実施計画
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対象事業

○令和８年度を初年度とする新規事業
○前年度以前からの継続事業で、令和８年度以降も実施する事業
※ただし、単年度の経費が概ね１００万円以上のハード事業及び３０万円以上のソフト事業とします。

実施計画の構成

　

（３）

（４）

【実施計画の構成図】

　実施計画の対象となる事業は、基本計画に掲げている施策の基本方針に基づく主要事業のうち、次に掲げる事務事業とします。

　実施計画は、基本計画との関連を明確にするため、基本計画の施策体系に合わせた構成とし、次の６つの基本目標に従って施
策・事業を取りまとめました。
　計画の推進にあたっては、毎年度、達成目標に基づく事業内容の評価を行い、社会経済情勢の変化や市民ニーズの動向及び本市
の財政状況等を踏まえながら、次年度の取り組みに必要な改定を行っていきます。

市民が主役の持続可能なまちづくり　　　　（市民参画・行財政運営）

誰もが元気で、みんなで支えあうまちづくり（健康・医療・福祉）

ふるさとを想う教育・文化のまちづくり　　（教育・文化）

安らぎと利便性が高いまちづくり　　　　　（都市基盤）

人と地球にやさしい安全なまちづくり　　　（自然環境・生活環境）

創意に満ちた活力あるまちづくり　　　　　（地域産業の振興）

ま
ち
づ
く
り
の
基
本
目
標

（
６
つ
の
柱
）
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【実施計画事業の示し方】
実施計画における対象事業は下記のような表示形式となります。

▼表の説明
①区分 …

②事業主体 …

③新規・継続の別…

④事業名 …

⑤事業概要 …

⑥事業期間 …

⑦総事業費 …

⑧年度別事業費 …

⑨令和６年度の事務事業評価 …

⑩総合評価 …

⑪担当課 …

年　　度　　別　　事　　業　　費 令和6年度の事務事業評価
(事業期間が令和７年度以降の場合は見込)

令和８年度 令和９年度 令和10年度
令和6年
度決算

必要性 有効性 適正性 効率性

事　業　費

国・県支出金 　 　 　 R6目標

地方債 　 　 　 R6実績

その他 　 　 　

一般財源 　 　 　

第５次総合計画基本計画の中の具体的施策体系を記載しています。

対象事業の事業実施主体を記載しています。

対象事業のうち令和８年度から新たに実施・着手する事業については「新規」、令和７年度以前から実施・着手されている
事業については「継続」と記載しています。

対象事業の具体的な事務事業名を記載しています。

対象事業の目的・内容を簡潔に記載しています。

対象事業の開始年度と終了年度を記載しています。終了年度が未定の対象事業については、終了年度を記載していません。
また、長期にわたって継続されている事業では開始年度を記載していない場合もあります。

対象事業の事業費総額を記載しています。総額については、今後、事業の進捗により変更となる場合があります。なお、終了年
度が定められていない事業など、対象事業の事業費総額の算出が困難な事業については「－」と記載しています。

令和８～１０年度の事業費及び財源内訳を「国・県支出金」､「地方債」､「その他」､「一般財源」別に記載しています。

対象事業の事務事業評価について、令和６年度の決算額、事業の必要性・有効性・適正性・効率性の評価点数
（詳細は次ページの表を参照）、目標及びそれに対する実績を記載しています。また、担当課による事業の評
価を記載しています。

事業の必要性・有効性・適正性・効率性の４つの観点から事務事業を評価した結果に基づいて、Ａ＋・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階で評
価した総合評価を記載しています。(※ただし、事業の性質上至急実施するものについては、「-」と記載しています。）（詳細
は次ページを参照）

対象事業を担当する課名を記載しています。

区分
事業
主体

新規
継続
の別

事　業　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担当課

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑩ ⑪
財
源
内
訳 評価

⑧ ⑨
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2

「まちづくりの基本目標」別の事業費額となります。

事業費集計（令和８年度）

(単位：千円）

令和8年度

１　市民が主役の持続可能なまちづくり          422,080 

２　誰もが元気で、みんなで支えあうまちづくり          939,693 

３　ふるさとを想う教育・文化のまちづくり          755,469 

４　安らぎと利便性が高いまちづくり        1,029,960 

５　人と地球にやさしい安全なまちづくり        1,082,799 

６　創意に満ちた活力あるまちづくり          473,341 

合 計        4,703,342 

9%

20%16%

22%

23% 10%

令和８年度　事業費割合

１　市民が主役の持続可能なまちづくり

２　誰もが元気で、みんなで支えあうまちづくり

３　ふるさとを想う教育・文化のまちづくり

４　安らぎと利便性が高いまちづくり

５　人と地球にやさしい安全なまちづくり

６　創意に満ちた活力あるまちづくり
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2 事務事業評価

導入の目的

評価方法

（１）

（２）

　実施計画の見直し（ローリング）は、財政計画との整合を図りながら第５次北茨城市総合計画の進行管理を行うため
のものです。
　また、事業の実施に当たっては、「事業目的の明確化」、「市民の目線に立った成果重視の市政運営」、「市民に対
する市政の説明責任」を徹底する必要があります。
　そこで、事務事業評価の手法を採用し、その評価結果に基づき第５次北茨城市総合計画実施計画（令和８年度～令和
１０年度）を策定することで、主要施策の重点化及び効率化を進めることを目的とします。

　各課所において、令和８年度以降に実施したいと考えている事業のうち、実施計画の対象となる事業を、①事業の必
要性、②事業の有効性、③事業の適正性、④事業の効率性の観点から、それぞれの項目で評価ポイントを設け、評価ポ
イントに該当するものを積み上げて点数化した結果、１３点以上である事業は「Ａ＋」、１０～１２点である事業は
「Ａ」、５～９点である事業は「Ｂ」、５点未満である事業は「Ｃ」の４段階によって各事業の一次評価を行いまし
た。
　さらに、一次評価結果及び各課所ヒアリング、市長協議により、企画政策課において令和８年度実施計画事業として
採択するかどうかの評価（二次評価）を行いました。

必要性
★法令により市が実施することが義務付けられている、または市民の生命・財産を守るため、市が実施することが必要不可欠な事業である。

■法令により実施することが期待されている事業又は条例等により実施することとされている事業である。

■対象者の基本的な生活維持・事業継続、市の活性化または行政内部の管理上必要な事業である。

■市民からのニーズが高い事業である。（客観的にそのことがわかる資料があること）

■市内で同様の事業を行っている民間事業者等がない。または民間事業者等によるサービスだけでは供給が不十分である。

有効性
★令和６年度の実績が目標値の８割以上に達しており、かつ令和５年度の実績を上回っている。または事業実施により期待通りの成果があった。

■令和６年度の実績が目標値の８割以上に達している。または市民のニーズや社会環境の変化を考慮して実施している。

■事業の実施により総合計画等の上位計画における目標指標の達成に貢献できている。

■事業を実施することにより市民生活・行政内部の管理について改善が図られている。

■事業の実施手段は適切である。
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評価結果の活用方法

今後の取り組み

・★の項目に該当する場合は４点となり、■の項目に該当しても点数は加算されない。

・■の項目については、該当するごとに１点（最大４項目に該当すれば４点）

（３）

（４）

　令和８年度実施計画事業として採択された事業は、「事業の必要性」、「事業の有効性」、「事業の適正性」、「事
業の効率性」が高いと評価された事業であるので、令和８年度予算編成において優先的に財源を配分します。

　今年度の評価の際に目標値等を設定した事業については、来年度以降もその目標値に基づき、事業の効果等を把握し
ていきます。目標値等を設定していない事業については、事業内容を的確に表すことができる目標値の設定に向け検討
を進めます。
　ただし、事業内容によっては、目標値の設定や事業効果等の把握が困難なものもあるため、これらの事業について、
有効な指標の設定方法や代替指標の設定等を検討していきます。

適正性
★事業の実施状況について進捗管理や事後評価を行うことにより、適正な実施が図られている。

■事業の実施は予算や法律に従い、適切に行われている。

■受益の対象が特定の者・団体となっていない。

■その事業の優先度・緊急性を適切に判断して実施されている。

■事業の実施内容・結果については、適宜効果的な方法（広報等）で周知し、透明化が図られている。

効率性
★経費を削減できる余地のない事業である（仮に経費を削減した場合、市民生活、行政運営に重大な支障を及ぼす）。

■コスト削減のための取組を実施しており、前年度と比べて改善している（実績を下げずにコスト減、またはコスト増だが実績は上がっている)。

■他に収入を確保できる余地がない（補助金、使用料の徴収等の収入増の手法について十分に情報収集し、収入確保に努めている）。

■民間事業者等に委託するより、効率的な運営が可能である。

■国・県・市が実施する事業で類似するものはなく、他の事業と統合することは難しい。
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4　　令和８年度～１０年度　第５次北茨城市総合計画実施計画各論
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

27,164 21,008 21,008 20,391 3 3 3 1

Ｓ３１ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他 772 772 772 817

一般財源 26,392 20,236 20,236 19,574

12,000 12,000 12,000 16,000 2 3 4 2

Ｈ２０ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 12,000 12,000 12,000 16,000

3,002 3,017 3,032 2,503 2 4 2 4

Ｈ１７ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 3,002 3,017 3,032 2,503

基本目標Ⅰ　市民が主役の持続可能なまちづくり（市民参画・行財政運営）
　基本施策１　市民協働・市民参加の推進

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）

施策１ 事業費

市公式ホームページの
アクセス件数　　　550,000件

市公式ホームページの
アクセス件数  　　482,439件

施策２ 事業費

市民夏まつり来場者数
　　　　　　　　　　120,000人

市民夏まつり来場者数
　　　　　　　　　　　80,000人

施策２ 事業費

市民団体の参加による道路の美化活動を
推進し、住みよいまちづくりに貢献する。

延長33,246ｍ40団体による
道路美化活動

施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

市 継続
広報発行・広聴関係
事業

　市報「広報きたいばらき」の発行、
市公式ホームページの管理、市公式
SNS「X」からの情報発信、「私の提
案」の受付・回答、各種市民相談（法
律相談、司法書士相談、行政書士相
談、市民相談）を開設し、市民と行政
の情報の共有化を推進する。

－ A

ま
ち
づ
く
り
協
働
課

広報・広
聴体制
の充実 財

源
内
訳

評　　価

市報の発行、ホームページ管理、
SNSからの情報発信を行い、市民
と行政との情報の共有化を推進し
た。各種市民相談により、市民意
識、ニーズの把握に努めた。

市 継続 市民夏まつり事業

　駅西のメインステージでのイベントや、
企業、学校、各種団体等約1,000人による
市民踊りを実施。市民や市内立地企業、
各種団体など様々な主体が協働し、共に
支え合うことにより、自分の住む地域を活
性化させ、市民の連帯感や郷土意識を高
めるとともに、姉妹都市や関係市町村とも
連携し、相互交流の促進を図る。本市の
夏のイベントとして定着しており、地域コ
ミュニティ構築の一翼を担っている。

－ A

商
工
観
光
課

市民協
働・コ
ミュニ
ティ活動
の推進

財
源
内
訳

評　　価

市民が一体となる機会を持
てたことで、市全体の絆が深
まり地域振興が図れた。

市 継続 道路里親制度事業

　地域住民等によって組織するボラ
ンティア団体が、道路の巡視や環境
美化運動を通して市と協働し、地域
にふさわしい道づくりを進めるための
活動を行う。

－ A

都
市
建
設
課

市民協
働・コミ
ニュティ
活動の
推進

財
源
内
訳

評　　価

計画どおり40団体による延
長33,246ｍの道路美化運動
を実施した。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

714 694 694 486 1 2 4 1

Ｈ１４ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 714 694 694 486

基本目標Ⅰ　市民が主役の持続可能なまちづくり（市民参画・行財政運営）
　基本施策２　人権の尊重

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）

施策２ 事業費

男女共同参画学習会・
講演会の参加者数　　500人

男女共同参画学習会・
講演会の参加者数　　148人

施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

市 継続
男女共同参画推進
事業

　男女共同参画社会の形成に向け
て、学習会等を実施し、市民の男女
平等意識の確立や男女共同参画の
促進を図る。また、地域で活躍する女
性団体に対し助成を行い、自主的な
活動を支援する。
・第４次きたいばらき男女共同参画プ
ランの推進（R5～R9）
・学習会（いきいきステップアップ講
座）の開催。

－ B

ま
ち
づ
く
り
協
働
課

男女共
同参画
社会の
推進

財
源
内
訳

評　　価

学習会等を継続して実施し、女性
団体の活動を支援していくことで､
市民の男女平等の意識が確立さ
れ、男女共同参画の促進が図ら
れた。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

15,850 21,042 21,042 2,664 2 1 2 2

H２８ 国・県支出金 R6目標

～ － 地方債 R6実績

その他

一般財源 15,850 21,042 21,042 2,664

4,006 4,006 4,006 2 2 3 3

Ｒ７ 国・県支出金 3,003 3,003 3,003 R6目標

～ － 地方債 R6実績

その他

一般財源 1,003 1,003 1,003

5,000 5,000 5,000 2 2 4 2

Ｒ８ 国・県支出金 2,500 2,500 2,500 R6目標

～15,000 地方債 R6実績

Ｒ１０ その他

一般財源 2,500 2,500 2,500

7,000 7,680 1 2 2 2

Ｈ２９ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他 7,000 6,580

一般財源 1,100

基本目標Ⅰ　市民が主役の持続可能なまちづくり（市民参画・行財政運営）
　基本施策３　都市交流の促進

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）

施策２ 事業費

協力隊委嘱者数　　1人

協力隊委嘱者数　　1人

施策２ 事業費

施策２ 事業費

施策１ 事業費

派遣団員数　8人

派遣団員数　8人

施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

市 継続
地域おこし協力隊
事業

　地域の活性化に寄与する地域おこ
し協力隊を委嘱し、一定期間本市に
居住して、地域ブランドや地場産品
の開発・販売・ＰＲ等の地域おこしの
支援や、農林水産業への従事、住民
の生活支援などの「地域協力活動」
を行いながら、北茨城市への定住・
定着を図る。

B

企
画
政
策
課

都市交
流・市民
交流の
促進

財
源
内
訳

評　　価

R6.10～芸術によるまちづくり推進枠
として、約1年半ぶりに協力隊を委
嘱。市内での個展や毎月の広報紙
連載など、積極的に活動し、芸術に
よるまちづくりの推進を担っている。

市 継続
移住支援金・地方
就職支援金

　東京圏在住者を対象に地方への移住を
促進するため、また地方における中小企
業の人手不足の解消のため、本市への
移住者に対して補助金を交付する。
【移住支援金】
世帯員帯同の場合：100万円※18歳以下
の世帯員一人につき100万円加算。
単身の場合：60万円
【地方就職支援金】
交通費：4,260円（上限）※1人1回限り
移転費：66,000円（上限）※1人1回限り

A

企
画
政
策
課

都市交
流・市民
交流の
促進

財
源
内
訳

評　　価

市 新規
シティプロモーション
による関係人口創出
事業

　シティプロモーションの展開により
本市の認知度向上を図るとともに、ふ
るさと住民登録制度のアプリを活用し
た北茨城市ファンクラブを核に、地域
おこし協力隊による情報発信や事業
者と連携した観光・体験メニュー、
アートイベント等を展開することで、本
市への来訪や継続的な関わりを促
し、関係人口の創出を図る。

A

企
画
政
策
課

都市交
流・市民
交流の
促進

財
源
内
訳

評　　価

市 継続
グローバル人材育成
事業

　グローバル化が加速している世界
情勢の中、優秀な語学能力やコミュ
ニケーション能力を有する国際的に
活躍できるグローバルな人材の育成
を目的とする。
　※隔年事業

－ B

ま
ち
づ
く
り
協
働
課

多文化
共生社
会の推
進

財
源
内
訳

評　　価

市内の中学生をフランス国バルビ
ゾン市に派遣し、現地の視察・訪
問を通じて外国文化を体験させ、
グローバルな人材育成が図られ
た。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅰ　市民が主役の持続可能なまちづくり（市民参画・行財政運営）
　基本施策３　都市交流の促進

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

2,300 2,300 2,300 2,300 1 2 3 3

Ｈ１１ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他 2,000 2,000 2,000 2,000

一般財源 300 300 300 300

100 280 100 200 2 1 4 3

Ｓ５５ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 100 280 100 200

施策２ 事業費

北茨城市若人親善大使
派遣者数                  10人

北茨城市若人親善大使
派遣者数                    9人

施策２ 事業費

姉妹都市交流回数　5回

姉妹都市交流回数　3回

市 継続
国際親善友好都市
交流事業

　平成11年5月に国際友好親善都市
の締結を行ったニュージーランド国ワ
イロア地区との間で、相互の文化・歴
史・自然などの理解を深めるため、国
際親善友好都市交流事業を実施す
る。また、北茨城市国際交流協会に
補助金を交付し、国際交流に関する
事業を支援する。

－ B

ま
ち
づ
く
り
協
働
課

都市交
流・市民
交流の
促進

財
源
内
訳

評　　価

新型コロナの影響で休止が続いて
いた若人親善大使派遣事業を再
開し、ワイロアとの友好親善を深
め、市民の国際化に対する意識
の高揚が図られた。

市 継続 姉妹都市交流事業

　北茨城市と中野市は、昭和55年に
野口雨情と中山晋平との音楽の縁に
より姉妹都市となり、以来、両市の間
で教育・文化・スポーツ・観光・物産
品販売・イベント等で相互の姉妹都
市交流を図っている。

－ A

ま
ち
づ
く
り
協
働
課

都市交
流・市民
交流の
促進

財
源
内
訳

評　　価

新型コロナの影響で休止が続いて
いた中学生特派員の派遣事業を
再開し、中野市との教育・文化の
相互交流を実施することができ
た。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

63,302 63,302 63,302 29,883 2 3 4 4

H１６ 国・県支出金 R6目標

～ － 地方債 R6実績

その他

一般財源 63,302 63,302 63,302 29,883

54,407 41,819 41,819 33,547 4 2 2 4

H１５ 国・県支出金 2,557 R6目標

～ － 地方債 R6実績

その他

一般財源 54,407 41,819 41,819 30,990

6,958 2 3 4 3

Ｒ５ 国・県支出金 R6目標

～12,898 地方債 R6実績

Ｒ６ その他

一般財源 6,958

108,815 113,520 119,196 110,705 2 4 4 4

H２０ 国・県支出金 R6目標

～ － 地方債 R6実績

その他

一般財源 108,815 113,520 119,196 110,705

基本目標Ⅰ　市民が主役の持続可能なまちづくり（市民参画・行財政運営）
　基本施策４　行財政の効率的運営

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）

施策１ 事業費

グループウェア用パソコンの
適正な維持管理、機器更改

適正な維持管理及び情報系端
末機等の更改を実施

施策１ 事業費

各ネットワークシステムの
安定稼働及びDXの推進
各ネットワーク・システムについて、大規模な通信障
害が発生することなく維持できた。ＤＸ計画計画に
基づき、ＤＸの推進が図られた。

施策１ 事業費

令和６年度中の策定

令和７年３月に策定

施策２ 事業費

ふるさと応援寄附金寄付額　
　　　　　　　　　　　200,000千円

ふるさと応援寄附金寄付額
　　　　　　　　　　　206,239千円

施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

市 継続
全庁的グループ
ウェアの構築

　市役所庁内情報の共有化、事務の
迅速化・効率化を高め、市民への
サービス向上を図るため、全庁的に
グループウェア用パソコンを配備し、
適正な維持管理を実施する。また、
配備するパソコンについてはリース期
間５年を目安とした定期的な更新を
実施。パソコン及び関係機器のセ
キュリティの確保。

A+

企
画
政
策
課

効率的
な行政
運営の
推進

財
源
内
訳

評　　価

ＬＧＷＡＮ系及び基幹系ＰＣにつ
いて必要数を満たす台数を確保し
ており、セキュリティ面についても、
重大なインシデントを起こすことな
く運用ができた。

市 継続 電子自治体推進事業

　茨城県が整備し、県内全市町村を
あわせて負担するIBBN及びIBSCの
運営管理。また国が策定した「自治
体デジタル・トランスフォーメーション
(DX)推進計画（令和2年12月25日）」
を踏まえ、行政サービスについてデ
ジタル技術やデータを活用して、市
民の利便性を向上させるとともに、デ
ジタル技術やAI等の活用により業務
効率化・通信の安全性向上を図る。

A

企
画
政
策
課

効率的
な行政
運営の
推進

財
源
内
訳

評　　価

各ネットワーク・システム（ＬＧＷＡＮ、Ｉ
ＢＢＮ、ＩＢＳＣ、電子申請、公共施設
予約システム、コンビニ証明書交付シ
ステム）について、大規模な通信障害
が発生することなく運用できた。

市

Ｒ６
終了
※
事務
事業
評価
のた
め掲
載

第５次総合計画後期
基本計画策定事業

　第５次総合計画前期基本計画が令
和６年度で計画期間を終了すること
から、令和７年度から令和１１年度を
計画期間とする後期基本計画の策定
を行う。

A

企
画
政
策
課

効率的
な行政
運営の
推進

財
源
内
訳

評　　価

前期基本計画を検証するとともに、市民ア
ンケート、庁内会議、外部委員による審議
会、パブコメなど多くの方から意見をいただ
き審議を重ね、さらに社会情勢の変化を反
映させた後期基本計画を策定することがで
きた。

市 継続
ふるさと応援寄附
事業

　「ふるさと」を応援したいという想いを税制
面で支援する「ふるさと納税制度」が平成20
年度から創設されたことに伴い、本市のまち
づくりに共感する個人・法人などからの寄附
を基金として管理し、当該寄附金を財源とし
た事業を行うことにより、個性豊かで活力ある
まちづくりに資するため「北茨城市ふるさと応
援寄附条例」を制定した。
　本事業の推進は財源の確保ばかりでなく、
返礼品の贈呈により地元特産品のＰＲにもつ
ながってくる。

A+

企
画
政
策
課

財政基
盤の確
立 財

源
内
訳

評　　価

ポータルサイトの拡充、登録返
礼品数の増加に注力すること
で、寄附受入額の増加を実現
することができた。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅰ　市民が主役の持続可能なまちづくり（市民参画・行財政運営）
　基本施策４　行財政の効率的運営

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

14,267 2 4 4 3

国・県支出金 R6目標

R８ 14,267 地方債 R6実績

その他

一般財源 14,267

81,300 282,713 282,713 1 3 4 4

H30 国県支出金 R6目標

～ 地方債 73,900 212,000 212,000 R6実績

R11 その他

一般財源 7,400 70,713 70,713

22,736 1 2 4 4

Ｒ７ 国県支出金 R6目標

～ 地方債 15,900 R6実績

Ｒ８ その他

一般財源 6,836

10,890 1 2 4 4

国県支出金 R6目標

Ｒ６ 地方債 10,100 R6実績

その他

一般財源 790

施策３ 事業費

施策１ 事業費

施策１ 事業費

施策１ 事業費

市庁舎車庫棟のうち、特に経年劣化が著し
い壁面・軒天の修繕を行うことで雨漏りを防
止し、建物の機能維持を図る。

市庁舎車庫棟のうち、壁面と
軒天の施工完了。

市 新規
第２期公共施設
マネジメント計画策定
事業

　第１期公共施設マネジメント計画の
計画期間が終了することから、これま
での取組を検証し、人口減少や施設
の老朽化といった課題に対応するた
め、学校統廃合の検討状況も踏まえ
た「第２期公共施設マネジメント計画」
を策定し、持続可能な公共施設のあ
り方を検討する。

A+

企
画
政
策
課

適正な
公共施
設マネ
ジメント
の推進

財
源
内
訳

評　　価

市 継続
北茨城市庁舎空調・
電気設備等改修事業

　市庁舎は、昭和63年の竣工から36年が経過し、老朽
化が進むなど改修の必要性が生じているため、改修工
事を実施する。
【工事内容】
H30～R1年度　市庁舎空調・電気設備等改修工事基本
方針策定業務委託
R3 第1期工事実施
R4 基本計画見直し、事務室改修実施設計、市庁舎屋
上熱源工事、市庁舎外部改修工事(第2期工事)
R5 受変電設備改修工事(第3期工事)
R6 （R5繰越）幹線工事詳細設計
R7～ 照明器具等更新工事、幹線改修工事(第4期工事
～)
R8～ 照明器具更新工事、空調機器更新工事及び幹線
改修工事等

－ A
総
務
課

効率的
な行政
運営の
推進

財
源
内
訳

評　　価

市 継続

県防災情報
ネットワークシステム
（衛星通信設備）更新
事業

　本ネットワークシステムは、国、県、県内
市町村、関係機関等を地上回線及び衛
星回線で結び、災害時においても防災情
報を共有できるシステムとして県が平成28
年度に整備したものである。本事業は、そ
の衛星回線について、現行システムの運
用が令和9年度で終了することが国から示
されたことから、第3世代システムに更新
するものである。なお、当該設備の機器の
更新に伴う市の負担金は、事業費の1/2
となる。

22,736 A
総
務
課

効率的
な行政
運営の
推進

財
源
内
訳

評　　価

市

Ｒ６
終了
※
事務
事業
評価
のた
め掲
載

北茨城市庁舎車庫棟
改修事業

　市庁舎車庫棟は、昭和63年の竣工
から約35年が経過し、老朽化が進ん
でいるため、改修工事を実施する。

10,890 A
総
務
課

効率的
な行政
運営の
推進

財
源
内
訳

評　　価

経年劣化が著しい壁面と軒
天の修繕を行ったことで、雨
漏りの防止と機能維持を図
ることができた。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅰ　市民が主役の持続可能なまちづくり（市民参画・行財政運営）
　基本施策４　行財政の効率的運営

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

7,117 10,485 7,831 4,895 2 2 1 3

Ｒ４ 国県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 7,117 10,485 7,831 4,895

2 2 3 3

国県支出金 R6目標

Ｒ７ 地方債 R6実績

その他

一般財源

3,542 2 2 3 3

国県支出金 R6目標

Ｒ６ 地方債 R6実績

その他

一般財源 3,542

5,000 1 2 3 3

Ｒ７ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

Ｒ９ その他

一般財源 5,000

施策２ 事業費

様々な問い合わせに対応した説明により、
問い合わせ者への納得と信頼を得る。

評価替により生じた市民からの様々な問い
合わせに適切に対応することができた。

施策２ 事業費

施策２ 事業費

情報セキュリティを強化しつ
つ、コスト削減を図る。

情報セキュリティの確保及び年間60
～70万円度のコスト削減がなされた。

施策１ 事業費

市 継続
固定資産（土地）評価
事業

　固定資産税は市の重要な財産であり、
その安定確保には納税者の理解と信頼
が不可欠であるため、鑑定価格の検証、
必要な資料の作成など土地評価替え関
連業務の一部を委託する。

［委託内容］①評価基礎資料・公開用資
料作成②状況類似地域の設定③標準宅
地の選定④路線選定・路線価付設⑤評
価額付設⑥地番図更新⑦システム保守

－ A
税
務
課

財政基
盤の確
立 財

源
内
訳

評　　価

評価替えにより生じた市民からの
問合せに対し、説明責任を果たす
ことで市民からの信頼を得て、納
得のいく納税をしてもらえた。

市 継続
登記管理システム機
能構築事業

　現在、法務局から登記異動情報は、紙
ベース及びデータ（CSVファイル）で受領
しているが、データを読み込むシステムが
なく、活用できない状況である。そのた
め、当課で使用しているPasCAL（地番図
システム）において登記管理システムの機
能構築を行い、データの活用を可能にす
るもの。
［委託内容］PasCal for LGWANＮ固定資
産税の機能拡張（登記管理システムの構
築）　

1,562 A
税
務
課

財政基
盤の確
立 財

源
内
訳

評　　価

市

Ｒ６
終了
※
事務
事業
評価
のた
め掲
載

登記管理システム
機能構築事業

　当課で使用している地番図システ
ム（通称Ｐａｓｃａｌ）のサーバー保証期
間終了に伴うクラウド化への改修事
業。

3,542 A
税
務
課

財政基
盤の確
立 財

源
内
訳

評　　価

情報セキュリティを確保しつ
つ、コスト削減を実現するこ
とで行財政の効率化に寄与
した。

市 継続
議会のデジタル化に
向けたタブレット端末
導入

　議会議案書等のペーパーレス化に
より、印刷コスト削減及び職員の労務
負担軽減につなげる。また、グルー
プウエアを導入することで、会議通知
等の一斉送信やスケジュールの調整
など、円滑な情報共有等をタブレット
端末上で行う。
※令和8年度は、タブレット端末導入
に向けた協議・調整や運用計画の策
定を行う。

5,000 B

議
会
事
務
局

効率的
な行政
運営の
推進

財
源
内
訳

評　　価
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

1,226 1,100 1,100 4 4 4 4

Ｒ８ 国・県支出金 687 500 500 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 539 600 600

34,981 34,920 34,797 31,996 4 3 4 4

Ｈ８ 国・県支出金 1,195 1,108 1,031 1,193 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他 4,073 4,073 4,073 3,841

一般財源 29,713 29,739 29,693 26,962

3,007 3,007 3,007 3,312 4 4 4 4

Ｈ２２ 国・県支出金 472 472 472 690 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 2,535 2,535 2,535 2,622

48 48 74 4 1 4 4

Ｒ４ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 48 48 74

基本目標Ⅱ　誰もが元気で、みんなで支えあうまちづくり（健康・医療・福祉）
　基本施策１　健康・医療の充実

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）

施策１ 事業費

施策１ 事業費

がん検診受診率　20.0％

がん検診受診率　  7.2％

施策１ 事業費

がん検診受診率　 40.0％

がん検診受診率　 10.0％

施策１ 事業費

精密検査受診率　100％

精密検査受診率　 80％

施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

市 新規 5歳児健康診査事業

　5歳頃は、言語の理解能力や社会性が高
まり、発達障害等、個々の特性が認知されや
すい時期である。発達障害等の早期発見・
早期支援のために、5歳児健康診査を実施
し、フォローが必要な保護者や児へ適切な
支援を行うとともに、生活習慣、その他育児
に関する指導を行い、健康の保持増進を図
る。
対象者：5歳児　周知方法：個別通知、健康
カレンダー　内容：問診、計測、内科診察、
保健指導、心理相談、歯科相談、栄養相談

－ A+

健
康
づ
く
り
支
援
課

健康づ
くりの推
進 財

源
内
訳

評　　価

市 継続 健康増進事業

　健康な生活を維持できるように疾病の早
期発見、早期治療を促進するため、一般
健診及び各種がん検診、骨粗しょう症検
診等を実施する。日本人の死因の1位は
がんであり、若い世代の早世を予防する
ことが重要であることから、がん検診の受
診率向上に努め、各種がん検診（肺・胃・
大腸・子宮・乳房・前立腺）、胸部ＣＴ検診
を実施し、生活習慣病の重症化予防を図
る。

－ A+

健
康
づ
く
り
支
援
課

健康づ
くりの推
進 財

源
内
訳

評　　価

肺がん11.7％、胃がん1.9％、大腸が
ん6.5％、乳がん10.7％、子宮頸がん
5.4％。がん検診受診率向上のため
受診勧奨と生活習慣病重症化予防
に努める。

市 継続 がん検診推進事業

　新たなステージに入ったがん検診の総合支援
事業で、特定の年齢の対象者に無料クーポン券
を送付し、がん検診の受診率を向上させ、早期
発見・早期治療を促す。この事業は市町村が実
施するがん検診において、特定の年齢に達した
方、子宮頸がんは20歳・乳がんは40歳に検診手
帳及び無料クーポン券を送付し、がん検診の受
診促進と勧奨を図るとともに、正しいがんの知識
の普及啓発と健康の保持及び増進を目的とす
る。また、市独自に対象を設定し胃がん検診は
50歳、大腸がんは40歳から60歳まで、5歳刻み
で無料クーポン券を送付し、受診率の向上を図
る。

－ A+

健
康
づ
く
り
支
援
課

健康づ
くりの推
進 財

源
内
訳

評　　価

胃がん2.2％、大腸がん9.5％、
乳がん22.4％、子宮頸がん
5.9％。無料クーポンの利用促
進に努める。

市 継続 母子健康診査事業

　弱視（視力が未発達の状態）を早期発見し
治療につなげるため、3歳児健診において、
家庭での視力検査やアンケートと合わせて
屈折検査機器を使用しスクリーニングを行
う。（事業費は2年に一度の機器点検費用）　  　    　　　　　　　　　　　　
・対象者：3歳児健診受診者全員
・内容：屈折検査機器を使用し眼疾患の疑
いがないかスクリーニングを行い､眼疾患の
疑いがある児については､内科診察医と相
談し眼科受診勧奨を行う
・スクリーニング可能な疾患：近視・遠視・乱
視・不同視・斜視・瞳孔不同等

－ A+

健
康
づ
く
り
支
援
課

健康づ
くりの推
進 財

源
内
訳

評　　価

要精密者に、電話で受診勧奨
を実施したが、2割の方が年度
内に受診できていない。早期治
療に結び付けられるよう、今後も
受診勧奨に努めていく。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅱ　誰もが元気で、みんなで支えあうまちづくり（健康・医療・福祉）
　基本施策１　健康・医療の充実

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

14,147 14,147 14,147 7,492 4 1 4 4

Ｈ２４ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 14,147 14,147 14,147 7,492

15,369 15,369 15,369 26,116 4 1 4 4

Ｈ２３ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 15,369 15,369 15,369 26,116

262 430 554 4 4 4 4

Ｒ８ 国・県支出金 154 241 318 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 108 189 236

1,611 1,611 1,611 2,581 4 4 4 4

Ｈ２５ 国・県支出金 948 948 948 760 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他 336 336 336 504

一般財源 327 327 327 1,317

施策１ 事業費

初回接種率　 100％

初回接種率　96.4％

施策１ 事業費

予防接種率　100％

子宮頸がん初回接種率　57.9％
小児用肺炎球菌初回接種率　99.3％

施策１ 事業費

施策１ 事業費

利用率  100％

利用率  100％

市 継続
予防接種事業（五種
混合予防接種等）

　乳幼児期に感染すると重篤な状態に至る
感染症の流行を予防するため、予防接種法
改正により、H24.11月から三種混合ワクチン
（破傷風・ジフテリア・百日咳）に不活化ポリ
オワクチンが加わり、四種混合ワクチンへ、
R6.4月からヒブワクチンが追加となり五種混
合ワクチンとなっている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・市が委託した医療機関（市内・県内）にお
いて個別接種で実施。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・生後2か月頃に定期予防接種（2歳頃まで
に接種するもの）の案内を行い、乳幼児期に
合計4回接種

－ A+

健
康
づ
く
り
支
援
課

健康づ
くりの推
進 財

源
内
訳

評　　価

9割以上の方が接種してい
る。今後も１００％の接種率を
目指し、健診等で接種勧奨
していく。

市 継続
予防接種事業（子宮
頸がんワクチン等
接種事業の助成）

　子宮頸がんの罹患を予防するため、子
宮頸がんワクチンの定期予防接種を実施
する。また、乳幼児が感染すると重篤な状
態に至る肺炎球菌に起因する感染症を
予防するため、肺炎球菌ワクチンの定期
予防接種を実施する。市が委託した医療
機関（市内・県内）において個別接種で実
施。肺炎球菌においては生後2か月頃、
子宮頸がんワクチンにおいては小学6年
生（女子）に予防接種の案内を行い接種
勧奨を行う。

－ A+

健
康
づ
く
り
支
援
課

健康づ
くりの推
進 財

源
内
訳

評　　価

肺炎球菌は9割以上の方が接種して
いるが、子宮頸がんワクチンの接種
率が低い状況である。今後も100％の
方が接種できるよう接種勧奨していき
たい。

市 新規 歯周疾患検診

　歯周病は日本人の歯・口腔の主要な疾
患となっており、成人期の有病者率が高
いことや、全身疾患や生活習慣病との関
係が指摘されている。令和7年度までは歯
周病予防教室を開催し歯科医による歯周
病検診を実施していたが、より一層の歯
周病対策が必要であることから令和8年度
より歯周疾患検診を実施する。対象者は
20歳、30歳、40歳、50歳、60歳、70歳の
節目検診で対象人数は約3,000人。             

－ A+

健
康
づ
く
り
支
援
課

健康づ
くりの推
進 財

源
内
訳

評　　価

市 継続 未熟児養育医療事業

　身体の発育が未熟なままに生まれ指定医
療機関において入院治療を受ける場合に、
保護者の経済的負担の軽減を目的に、治療
に要する医療費を公費負担する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・対象：出生時体重が2,000ｇ以下、一般状
態（体温・呼吸等）で所見が見られ、医師が
入院養育が必要と認める児　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・指定医療機関（茨城県立こども病院等）に
おいて入院　　　　　
・医療費：世帯の所得税額に応じての一部
自己負担分はマル福使用で自己負担は無
し。

－ A+

健
康
づ
く
り
支
援
課

健康づ
くりの推
進 財

源
内
訳

評　　価

対象者全てに対し、未熟児
養育医療費の公費負担を実
施することができた。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅱ　誰もが元気で、みんなで支えあうまちづくり（健康・医療・福祉）
　基本施策１　健康・医療の充実

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

1,503 1,503 1,503 1,056 1 4 4 4

Ｈ２５ 国・県支出金 150 150 150 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 1,353 1,353 1,353 1,056

3,033 3,033 3,033 2,796 4 4 4 4

Ｈ２６ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 3,033 3,033 3,033 2,796

735 735 735 616 1 4 4 4

Ｒ３ 国県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 735 735 735 616

6,814 6,814 6,814 4 4 4 4

Ｒ７ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 6,814 6,814 6,814

施策１ 事業費

不妊治療費助成事業
利用率　　　　　　100％

不妊治療費助成事業
利用率　　　　　　100％

施策１ 事業費

初回接種率　100％

初回接種率  93.4％

施策１ 事業費

予防接種率　 100％

予防接種率　 89.5％

施策１ 事業費

市 継続 不妊治療助成事業

　近年、不妊に悩む夫婦が増加傾向にあ
る。不妊治療は令和4年4月から保険適用
となったが、一部の治療は自費扱いとなっ
た。そのため、少子化対策の一環として保
険適用外の治療費の一部を助成し経済
的負担の軽減を図る。
対象：夫婦どちらかが市内に1年以上住
所を有し、治療を受けた者(男性も可、女
性は43歳未満の者)
助成内容：保険適用外の治療について、
１回100,000円を上限に助成する。　　　　

－ A+

健
康
づ
く
り
支
援
課

健康づ
くりの推
進 財

源
内
訳

評　　価

年々申請者は増加傾向にある
が、申請者全員に助成を実施
することができた。今後も事業の
周知に努めていく。

市 継続 水痘予防接種事業

　感染力が強く、一般的には軽症で済む
が重症化することがあるため、予防接種に
より流行を予防する。予防種法改正によ
り、H26.10.1から定期予防接種が開始と
なっている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・市が委託した医療機関（市内・県内）に
おいて個別接種で実施。    　　　　　　　　　　　　　　　　
・生後2か月頃に定期予防接種（2歳頃ま
でに接種するもの）の案内を行い、生後
12月から36月に至るまでに2回接種する。

－ A+

健
康
づ
く
り
支
援
課

健康づ
くりの推
進 財

源
内
訳

評　　価

9割以上の方が接種してい
る。今後も１００％の接種率を
目指し、健診等で接種勧奨
していく。

市 継続
おたふくかぜ予防
接種助成事業

　おたふくかぜは3歳から6歳に罹患すること
が多く、ワクチン接種をすることで軽症で済
む。そのため、ワクチン接種は1歳代が望ま
しく、接種費用の一部を助成することにより、
地域での流行を予防する。国においてはお
たふくかぜワクチン接種の定期予防接種化
について検討中。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・対象者：生後12月～24月未満
・市が委託した市内医療機関で接種　
・1回4,000円助成　
※おたふくかぜの既往歴がある児は接種対
象外　2回目（6歳代）は自費で接種

－ A+

健
康
づ
く
り
支
援
課

健康づ
くりの推
進 財

源
内
訳

評　　価

約9割の方が接種している状
況である。今後も100％の方
が接種できるよう健診等で周
知して行きたい。

市 継続
帯状疱疹予防接種
事業

　令和7年4月1日より帯状疱疹が定期接種
化（B類）された。帯状疱疹は、水痘帯状疱
疹ウイルスの再帰感染により発症する皮疹、
疼痛を特徴とする疾患である。そのため、発
症予防として有効である帯状疱疹ワクチンの
接種を実施する。
接種対象者：65歳の方、60歳以上65歳未満
の者であって、ヒト免疫不全ウイルスにより免
疫の機能に日常生活がほとんど不可能な程
度の障害を有する者、5年間の経過措置とし
て、70歳～100歳の5歳刻みの方、R7年度に
限り100歳以上の全ての方

－ A+

健
康
づ
く
り
支
援
課

健康づ
くりの推
進 財

源
内
訳

評　　価
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅱ　誰もが元気で、みんなで支えあうまちづくり（健康・医療・福祉）
　基本施策１　健康・医療の充実

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

225 225 225 101 4 1 4 1

Ｈ２６ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 225 225 225 101

4,764 1,000 1,000 7,075 2 3 4 1

Ｈ２８ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他 2,357 70

一般財源 2,407 1,000 1,000 7,005

50 50 50 50 2 3 4 1

Ｈ２６ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 50 50 50 50

50,000 50,000 50,000 50,000 4 2 3 2

Ｈ２４ 国・県支出金 R6目標

～ 企業債 42,500 42,500 42,500 42,500 R6実績

その他

企業一財 7,500 7,500 7,500 7500

施策１ 事業費

予防接種率    30％

予防接種率　 6.6％

施策１ 事業費

事業参加者の継続者の増加　　　　　　　　　　　　
80人

事業参加者の継続者の増加　　　　　　　　　　　　
139 人

施策１ 事業費

利用率　100％

利用率　100％

施策２ 事業費

必要とする医療機器の更新
及び新規購入額　50,000千円

必要とする医療機器の更新
及び新規購入額　49,990千円

市 継続
成人用肺炎球菌予防
接種事業

　成人肺炎の25～40％を占め、高齢者が重
症化しやすい肺炎球菌性肺炎を予防するた
め、肺炎球菌ワクチン予防接種を行う。
・対象者：65歳または60～64歳※のハイリス
ク者で助成を受けていない者（※心臓・腎
臓・呼吸器の機能に自己の身辺の日常生活
活動が極度に制限される程度の障害（身体
障害者障害程度1級相当）がある方、もしく
は免疫機能に日常生活がほとんど不可能な
程度の障害がある方。）
・市が委託した市内・県内の医療機関にお
いて個別接種・助成（2,000円）は生涯で1回　　　　　　　

－ A

健
康
づ
く
り
支
援
課

健康づ
くりの推
進 財

源
内
訳

評　　価

予防接種率が低い状況である。
今後も、健康カレンダーや広報
折り込みで周知を図り、接種率
の向上に努めていく。

市 継続 健康ポイント事業

　健康増進法の実施主体が市町村と位置
付けられており、タニタヘルスリンクと連携
し、健（検）診の受診・ウォーキングなど健
康づくりの取組にインセンティブを付与す
る事業。タニタとの事業連携は令和8年度
をもって終了となる。令和9年度以降、市
民の健康づくりの取組は、茨城県のヘル
スケアポイント事業「元気アっプ！リいばら
き」へ移行し、県のインセンティブに上乗
せをした健康づくりのインセンティブ事業
を継続して推進する。

－ A

健
康
づ
く
り
支
援
課

健康づ
くりの推
進 財

源
内
訳

評　　価

R6 の新規及び継続参加者の減
少により、健康ポイント事業はR8年
度末で終了。R9年度以降は県の
ヘルスケアポイント事業へ移行す
る。

市 継続
不育症治療費助成
事業

　不育症は原因不明な場合が多く、治療を
継続する中で精神的にも経済的にも負担が
大きい。そのため経済的な負担の軽減を図
り、治療を継続して受けやすくするため治療
費の一部助成を行う。　　　　　　　　　　
・対象者：①から③全ての要件に該当する者　
①法律上の婚姻をしている夫婦②夫婦のど
ちらかが市内に1年以上住所を有している③
2回以上の流産等により医師に不育症治療
が必要と診断されている者　
・不育症に関する保険適用外検査及び治療
が該当、1年度50,000円を上限に助成する。

－ A

健
康
づ
く
り
支
援
課

健康づ
くりの推
進 財

源
内
訳

評　　価

申請者全てに助成を実施す
ることができた。今後も、健
康カレンダー等で周知を
図っていく。

市 継続
医療機器設備整備
事業

地域住民の医療ニーズにこたえる
ため、必要な医療機器等を整備す
る。

－ A

病
院
総
務
課

地域医
療の充
実 財

源
内
訳

評　　価

医療環境の充実を図ることで、患者の負担
軽減又は快適性の向上、医療の効率化、
医療ミスの防止などに繋がることが期待され
る。
・Ｒ6年度実績 :超音波画像診断装置　外18
件
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅱ　誰もが元気で、みんなで支えあうまちづくり（健康・医療・福祉）
　基本施策１　健康・医療の充実

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

100,000 100,000 100,000 0 4 3 3 2

Ｒ７ 国県支出金 R6目標

～ 企業債 100,000 100,000 100,000 R6実績

その他

企業一財

1,200 1,200 1,200 4,871 2 2 2 2

Ｈ２６ 国・県支出金 R6目標

～ 企業債 R6実績

その他

企業一財 1,200 1,200 1,200 4,871

20,000 20,000 20,000 2 2 2 4

Ｒ８ 国・県支出金 R6目標

～ 企業債 20,000 20,000 20,000 R6実績

Ｒ１０ その他

企業一財

施策２ 事業費

施策２ 事業費

年間利用者数　5,300人

年間利用者数　3,600人

施策２ 事業費

市 継続
安定的で持続可能な
病院食の提供

　治療の一環である入院患者への病
院給食提供は、休日、祝祭日を問わ
ず365日、朝、昼、夕に提供するもの
であり、将来にわたり持続可能で安
定的に病院給食が提供できるよう業
務委託する。

－ A

病
院
総
務
課

地域医
療の充
実 財

源
内
訳

評　　価

市 継続
市民病院患者送迎車
運行事業

本院を利用する交通弱者(高齢者、
子供等)の利便性を高めるため、市内
3駅と本院を結ぶ病院利用者専用の
無料送迎車を運行する。

－ B

病
院
総
務
課

地域医
療の充
実 財

源
内
訳

評　　価

本市の人口は、平成10年を境に減少
の一途をたどっており、少子高齢化も
進展している。このことから、市巡回
バスと連携し、交通弱者の利便性を
高める。

市 新規
院内照明のＬＥＤ化
改修工事

院内の照明器具について、2027年
9月末をもって、蛍光灯の生産終了に
伴い、院内全部のＬＥＤ化を進めて
行く。開院当初から約4割程度がすで
にＬＥＤランプであるため、残りの蛍
光ランプを各フロアーごとに随時ＬＥ
Ｄランプに改修する。

60,000 A

病
院
総
務
課

地域医
療の充
実 財

源
内
訳

評　　価
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

3,738 3,738 3,738 539 4 4 4 1

Ｈ２８ 国・県支出金 2,158 2,158 2,158 312 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 1,580 1,580 1,580 227

11,670 11,670 11,670 10,533 1 1 4 4

Ｈ１８ 国・県支出金 6,737 6,737 6,737 6,083 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 4,933 4,933 4,933 4,450

6,896 6,896 6,896 6,471 4 4 1 4

Ｈ３０ 国県支出金 3,982 3,982 3,982 3,737 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 2,914 2,914 2,914 2,734

23,401 23,401 23,401 22,704 3 3 2 4

Ｈ１３ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 23,401 23,401 23,401 22,704

基本目標Ⅱ　誰もが元気で、みんなで支えあうまちづくり（健康・医療・福祉）
　基本施策２　地域福祉の充実

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）

施策３ 事業費

北茨城市コミュニティケア総合
センター総合相談件数　2,000件

北茨城市コミュニティケア総合
センター総合相談件数　2,234件

施策３ 事業費

相談件数　2,800件

相談件数　2,598件

施策３ 事業費

協議体の実施回数　9回

協議体の実施回数　9回

施策３ 事業費

各種事業参加者数　7,000人

各種事業参加者数　7,238人

施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

市 継続
在宅医療・介護連携
推進事業

　在宅医療と介護の連携を充実させ
ていく「北茨城市コミュニティケア総合
センター」を設置し、「まちの相談窓
口・地域づくり・関係づくり」の3つのコ
ンセプトのうち「関係づくり」を基に、
お互いの特徴を活かし情報を共有さ
せながら、高齢者が住み慣れた地域
で、多職種協働による医療と介護の
一体的なサービスが提供できる体制
づくりを目指す。

－ A+

高
齢
福
祉
課

高齢者
福祉の
充実 財

源
内
訳

評　　価

相談件数は、目標値を234
件上回り、多職種協働により
支援することができた。

市 継続
在宅介護支援
センター運営事業

　高齢者の日常生活圏域ごと市内３か
所の事業所に委託し、ブランチとして在
宅介護支援センターを設置している。
利用者の利便性向上及び迅速かつ、き
め細やかな連絡調整が出来るよう、身
近な地域での総合相談が可能であり、
在宅介護に関する相談業務や各種の
保健福祉サービスの申請を代行で行う
など、必要なサービスを総合的に受け
られるように連絡調整を行い、高齢福
祉の向上と充実を図る。

－ A

高
齢
福
祉
課

高齢者
福祉の
充実 財

源
内
訳

評　　価

相談件数は、目標値に達し
なかったが令和５年度からは
133件増となった。

市 継続
生活支援体制整備
事業業務委託

　単身や夫婦のみの高齢者世帯が
増加する中、医療・介護のサービス
のみならず、軽度な家事介助等の生
活支援サービスを担う多様な事業主
体と連携しながら、日常生活上の支
援体制の充実・強化及び元気な高齢
者の社会参加の推進を一体的に図
る。

－ A+

高
齢
福
祉
課

高齢者
福祉の
充実 財

源
内
訳

評　　価

第１層協議体を４回第２層協
議体を５つの支部協議で１
回ずつ実施できた。

市 継続
高齢者生きがい対策
事業

　高齢者が家庭や地域の中で、豊か
な経験と技能を生かし、社会参加す
ることにより、生きがいと健康づくりを
推進するとともに社会的孤立感の解
消を図る。
　また、独居高齢者等を地区公民館
等に集め、お茶や食事、お話、軽い
体操などを行いながら引きこもり防止
等を図る。

－ A

高
齢
福
祉
課

高齢者
福祉の
充実 財

源
内
訳

評　　価

実績値が目標値を238人上
回り、高齢者の生きがいと健
康づくりの推進につながっ
た。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅱ　誰もが元気で、みんなで支えあうまちづくり（健康・医療・福祉）
　基本施策２　地域福祉の充実

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

18,762 18,762 18,762 16,237 3 4 2 2

Ｈ１４ 国・県支出金 7,036 7,036 7,036 6,088 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他 5,066 5,066 5,066 4,383

一般財源 6,660 6,660 6,660 5,766

5,760 5,760 5,760 5,367 3 4 2 1

Ｈ１３ 国・県支出金 3,099 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他 1,235

一般財源 5,760 5,760 5,760 1,033

5,875 5,875 5,875 5,300 3 3 2 2

Ｈ２３ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 5,875 5,875 5,875 5,300

490 490 490 460 3 4 2 2

Ｈ１６ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 490 490 490 460

施策３ 事業費

配食サービスの利用者数
（年間実利用者数）　230人

配食サービスの利用者数
（年間実利用者数）　186人

施策３ 事業費

家族介護用品給付事業
利用率　33％（交付利用率）

家族介護用品給付事業
利用率　32％（交付利用率）

施策３ 事業費

平均来客数　45人

平均来客数　31人

施策３ 事業費

軽度生活援助事業の延べ
利用人数（年間）　　200人

軽度生活援助事業の延べ
利用人数（年間）　　196人

市 継続 配食サービス事業

　高齢者が住み慣れた地域で、健康
で安心して暮らせる長寿社会を実現
するため、在宅のひとり暮らしの高齢
者や高齢者のみの世帯に対し、栄養
のバランスのとれた食事を定期的に
届けるとともに、安否の確認を行う。

－ A

高
齢
福
祉
課

高齢者
福祉の
充実 財

源
内
訳

評　　価

実利用者数は伸び悩みであるが、
高齢者の食による栄養、安否の確
認を考えるとこれからも継続して行
かなくてはいけない事業である。

市 継続
家族介護用品給付
事業

　高齢者の福祉の向上と、介護者の
負担軽減を図るため、要介護４又は
要介護５と認定された在宅の高齢者
を介護している家族に対し、介護用
品（紙おむつ等）購入費用の一部を
助成する。

－ A

高
齢
福
祉
課

高齢者
福祉の
充実 財

源
内
訳

評　　価

実績は軒並み平行している。この事
業は、介護用品の費用を助成するこ
とで、介護者の負担軽減につながっ
ているので、これからも継続しなけれ
ばいけない事業である。

市 継続 行商サービス事業

　市の中心部や商業地から離れた地
域に居住する「買物困難者」を対象
に移動販売を行い、利便性の向上を
図るとともに、他の買物者とのコミュニ
ケーションよる一人暮らし高齢者の孤
独感の軽減と、安否確認による見守
り活動を行う。

－ A

高
齢
福
祉
課

高齢者
福祉の
充実 財

源
内
訳

評　　価

利用者が入所、入院したり、足腰が弱り、外
に出られなくなる等の方が増加傾向にあり、
来客数が減少しているが、家に在宅してい
る方は、品物を届けるサービスがあるので、
孤独、安否確認につながる活動を行える事
業である。

市 継続 軽度生活援助事業

　高齢者の在宅での自立した生活の
継続と利便性の向上を図るため、概
ね６５歳以上の単身世帯又は高齢者
のみの世帯に対し、家周りの手入れ
や外出時の援助など、日常生活上の
簡易な援助を提供する。

－ A

高
齢
福
祉
課

高齢者
福祉の
充実 財

源
内
訳

評　　価

実績は、ほぼ目標に達している。高齢者の
家回りの手入れ等の作業は難儀であり、援
助がとても必要である。こういった方は年々
増加傾向にあるので、この事業は継続して
いかなければならない。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅱ　誰もが元気で、みんなで支えあうまちづくり（健康・医療・福祉）
　基本施策２　地域福祉の充実

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

475 475 475 400 3 2 2 4

Ｒ元 国県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他 300

一般財源 475 475 475 100

574 574 574 538 2 3 3 3

Ｈ２０ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 574 574 574 538

3,520 100,000 9,210 2 4 4 4

Ｒ６ 国県支出金 R6目標

～ 地方債 90,000 8,900 R6実績

Ｒ９ その他

一般財源 3,520 10,000 310

2,184 4 3 4 2

Ｒ７ 国県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

Ｒ８ その他

一般財源 2,184

施策３ 事業費

利用者数　7人

利用者数　4人

施策３ 事業費

参列者数　200人

参列者数　145人

施策１ 事業費

新施設の設計実施

新施設の設計完了

施策４ 事業費

市 継続
介護用車両購入費等
助成事業

　介護が必要な高齢者を抱える家族
が、その高齢者と外出する際、車両
の乗降介助を軽減するため、介護用
車両の購入又は改造費用の一部を
助成する。

－ A

高
齢
福
祉
課

高齢者
福祉の
充実 財

源
内
訳

評　　価

介護が必要な高齢者が外出する際の車
を、購入又は改造する際は、普通車とは金
額が違うので、その助成をする事は介助者
の負担軽減につながるため、この事業も継
続していかなければならない。

市 継続
戦没者追悼式実施
事業

　先の大戦で戦没した市内1,100余
柱の戦没者を追悼するとともに、市を
挙げて恒久平和を祈念し、本事業に
より広く市民に戦争の悲惨さを伝え、
世界平和について呼びかける。

－ A

高
齢
福
祉
課

高齢者
福祉の
充実 財

源
内
訳

評　　価

これからの若人等に、戦争の悲
惨さや平和の尊さを伝えるため
にも、この事業は続けていかな
ければいけない。

市 継続
地域福祉交流
センター施設整備
事業

　社会福祉協議会及びシルバー人
材センターの拠点である「地域福祉
交流センター」については、老朽化
や令和５年台風第１３号による浸水被
害を踏まえ、市役所庁舎や複合防災
センターが立地するエリアに移転・新
築し、市民の地域福祉活動の拠点機
能及び災害時ボランティアセンター
の機能を発揮できる施設として新施
設の整備を進める。

－ A+

社
会
福
祉
課

地域福
祉・生活
支援の
充実

財
源
内
訳

評　　価

災害ボランティアセンターと
しての運用を想定した新施
設の設計が完了。

市 継続

北茨城市第２期
障害者基本計画・
第８期障害福祉計画・
第４期障害児福祉
計画策定事業

　障害者基本法第11条第3項に基づ
く障害者基本計画、障害者の日常生
活及び社会生活を総合的に支援す
るための法律第88条第1項に基づく
障害福祉計画及び児童福祉法第33
条の20第1項に規定する障害児福祉
計画を策定する。

－ A+

社
会
福
祉
課

障害者
福祉の
充実 財

源
内
訳

評　　価
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅱ　誰もが元気で、みんなで支えあうまちづくり（健康・医療・福祉）
　基本施策２　地域福祉の充実

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

4,700 4,700 4,700 3,255 2 4 4 4

Ｈ１５ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 4,700 4,700 4,700 3,255

3,010 3,010 3,010 688 3 2 4 2

Ｈ２０ 国・県支出金 2,257 2,257 2,257 516 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 753 753 753 172

193,700 16,313 4 3 4 4

Ｒ６ 国県支出金 1,428 R6目標

～ 地方債 124,700 10,100 R6実績

Ｒ８ その他 49,096 4,430

一般財源 18,476 1,783

78,558 78,558 78,558 62,323 3 4 2 4

Ｈ１２ 国・県支出金 52,372 52,372 52,372 48,057 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 26,186 26,186 26,186 14,266

施策４ 事業費

見舞金支給率　100％

見舞金支給率　  68％

施策１ 事業費

受給者就業率　100％

受給者就業率　　 0％

施策２ 事業費

基本設計委託の実施
実施設計委託の実施

基本設計委託の実施
実施設計委託の実施

施策２ 事業費

定員数　361人

定員数　401人

市 継続
難病患者福祉見舞金
支給事業

　難病を患っている方の福祉の向上
と心身の安定を図るため、見舞金（20
千円/人）を支給し、精神的・経済的
負担を軽減する。

－ A+

社
会
福
祉
課

障害者
福祉の
充実 財

源
内
訳

評　　価

広報や個別案内により申請
書を提出した方への見舞金
を支給することができた。

市 継続
高等職業訓練促進
給付金事業

　就業に直結する資格を取得するた
めには、一定の期間、養成機関にお
いて受講する必要があるが、当該期
間中は一時的に収入が減少するた
め、高等職業訓練促進給付金等を
支給することで生活不安の緩和を図
り、ひとり親家庭の経済的自立へ向
けた取組みを支援する。

－ A

子
育
て
支
援
課

地域福
祉・生活
支援の
充実

財
源
内
訳

評　　価

就業には結びつかなかったもの
の制度の趣旨に則り、ひとり親
家庭の経済的自立に向けた取
組みを支援することができた。

市 継続 新保育所建設事業

　関本保育所は、施設の老朽化が進
んでいるため、市民病院の敷地内へ
移転・新築し、病気の児童を一時的
に保育する病児保育や、特別な配慮
を必要とする児童や家庭の支援を行
う機能を有する地域の基幹的保育所
として整備を進める。

－ A+

子
育
て
支
援
課

児童福
祉の充
実 財

源
内
訳

評　　価

基本設計及び実施設計を年
度内に完了することができ
た。

市 継続
放課後児童健全育成
事業

　労働等により保護者が昼間家庭に
いない小学校就学児に対して、児童
厚生施設等の施設を利用し、授業終
了後の適切な遊び及び生活の場を
与え、その健全な育成を図る。
 核家族及び共働き世帯の増加に対
応し、対象児童の安全な生活の場を
確保するために必要な事業である。

－ A+

子
育
て
支
援
課

児童福
祉の充
実 財

源
内
訳

評　　価

実績を上回り、対象児童の
安全な生活の場を提供する
ことができた。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅱ　誰もが元気で、みんなで支えあうまちづくり（健康・医療・福祉）
　基本施策２　地域福祉の充実

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

59,220 59,220 59,220 25,200 1 4 4 4

Ｈ２９ 国県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他 26,082 26,082 26,082 12,527

一般財源 33,138 33,138 33,138 12,673

6,117 6,117 6,117 7,742 3 4 3 2

Ｈ２０ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他 5,000 5,000 5,000 6,200

一般財源 1,117 1,117 1,117 1,542

2,739 2,622 2,622 1,517 3 2 3 2

Ｈ２８ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他 1,000 1,000

一般財源 2,739 1,622 1,622 1,517

16,131 16,131 16,131 10,814 3 2 3 2

Ｈ２２ 国・県支出金 3,802 3,802 3,802 3,680 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 12,329 12,329 12,329 7,134

施策２ 事業費

年度末入居率　100％

年度末入居率　100％

施策２ 事業費

年間支給者数　54人

年間支給者数　32人

施策２ 事業費

年間支給者数　157人

年間支給者数　  93人

施策２ 事業費

年間延べ利用者数 3,650人

年間延べ利用者数 2,238人

市 継続
子育て支援住宅管理
事業

  若年世代の子育ての希望を叶える
とともに経済的な負担の軽減を図る
ため、民間の持つノウハウを活用して
整備した子育て世帯向け専用住宅
の維持及び管理を行う。

－ A+

子
育
て
支
援
課

児童福
祉の充
実 財

源
内
訳

評　　価

目標通り子育て支援住宅の
入居率を達成することができ
た。

市 継続 出産祝金給付事業

　少子化対策として第3子以降の出
産を奨励祝福し、次代を担う児童の
健全育成と活力あるまちづくりのため
祝い金を支給する。

－ A

子
育
て
支
援
課

児童福
祉の充
実 財

源
内
訳

評　　価

目標には及ばなかったが、
次代を担う児童へ祝金を支
給できた。

市 継続
子育て世帯応援
商品券事業

　子育て世帯の生活支援及び市内
経済の活性化のため、第1子及び第2
子の出生世帯を対象に「子育て応援
商品券」を支給する。

－ A

子
育
て
支
援
課

児童福
祉の充
実 財

源
内
訳

評　　価

目標には未達成だが、次代
を担う児童へ商品券を支給
できた。

市 継続
中郷子どもの家管理
事業

　子育て家庭の相互交流を促進し、
市民の子育てを支援するための施設
を設置する。

－ A

子
育
て
支
援
課

児童福
祉の充
実 財

源
内
訳

評　　価

目標には及ばなかったが、
地域子育て支援センターで
子育て世帯の様々な支援に
資することができた。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅱ　誰もが元気で、みんなで支えあうまちづくり（健康・医療・福祉）
　基本施策２　地域福祉の充実

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

11,685 3 2 3 2

Ｈ２９ 国・県支出金 0 0 0 4,630 R6目標

～ 地方債 R6実績

R7 その他 0 0 0 3,000

一般財源 0 0 0 4,055

80 80 80 50 2 3 3 2

Ｈ２９ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 80 80 80 50

18,046 18,046 18,046 15,198 2 4 2 2

Ｈ１７ 国・県支出金 12,030 12,030 12,030 10,132 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 6,016 6,016 6,016 5,066

17,085 17,085 17,085 17,376 1 3 4 2

Ｈ２７ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 17,085 17,085 17,085 17,376

施策２ 事業費

年間延べ利用者数 2,890人

年間延べ利用者数 1,895人

施策２ 事業費

支給者数　13人

支給者数　 5人

施策２ 事業費

施設利用者数　3,406人

施設利用者数　2,122人

施策２ 事業費

市内の私立認定こども園及
び私立保育園　8園

市内の私立認定こども園及
び私立保育園　8園

市

Ｒ７
終了
※
事務
事業
評価
のた
め掲
載

磯原子どもの家管理
事業

　子育て家庭の相互交流を促進し、
市民の子育てを支援するための施設
を設置する。

84,783 A

子
育
て
支
援
課

児童福
祉の充
実 財

源
内
訳

評　　価

目標には及ばなかったが、
地域子育て支援センターで
子育て世帯の様々な支援に
資することができた。

市 継続
いばらき出会い
サポートセンター利用
促進補助金事業

　伝統的に地域社会が担ってきた男
女の「出会い」の創出が失われ、これ
に起因する未婚化及び晩婚化並び
に若年世代の初婚率の低下が少子
化の要因として指摘されていることか
ら、いばらき出会いサポートセンター
登録料を助成し、地域社会に代わっ
て結婚を望む未婚者の「出会い」を
支援する。

－ A

子
育
て
支
援
課

児童福
祉の充
実 財

源
内
訳

評　　価

目標には及ばなかったが、
結婚を望む未婚者を支援す
ることができた。

市 継続
地域子育て支援
センター事業

　家庭や地域における子育て機能の低下や、子
育て世帯の孤独感や不安感の増大に対応する
ため、親子の交流や子育て相談を行い、地域の
子育て支援機能の充実を図ることで子育ての不
安感等を緩和し、子どもの健やかな育ちを支援
する。市内２施設で実施。
①子育て親子の交流の場の提供と交流の促進
②子育てと関連する相談、援助の実施
③地域の子育て関連情報の提供
④子育て及び子育て支援に関する講習等の実
施（月1回以上）

－ A

子
育
て
支
援
課

児童福
祉の充
実 財

源
内
訳

評　　価

目標には及ばなかったが、
地域子育て支援センターで
子育て世帯の様々な支援に
資することができた。

市 継続

教育・保育施設
処遇等向上費補助
事業

　市内の私立保育所及び認定こども園に対
し補助金を交付することで、当該教育・保育
施設を利用する児童の処遇及び提供される
教育・保育の質の向上に資するための環境
整備を行い、安心安全な環境における教
育・保育の提供を図る。
①毎月1,500円×月初日園児数で支給
②障害児１人につき毎月70,000円支給
　上記障害児以外(身体障害者手帳5級以
上または療育手帳C以上相当の児童)１人に
つき毎月32,200円支給  

－ A

子
育
て
支
援
課

児童福
祉の充
実 財

源
内
訳

評　　価

目標どおり、当該補助事業
者へ補助することができた。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅱ　誰もが元気で、みんなで支えあうまちづくり（健康・医療・福祉）
　基本施策２　地域福祉の充実

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

7,560 7,560 7,560 6,190 2 4 2 2

Ｈ２８ 国・県支出金 3,780 3,780 3,780 3,095 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 3,780 3,780 3,780 3,095

55,651 55,651 55,651 54,844 2 4 2 2

Ｈ２７ 国・県支出金 37,100 37,100 37,100 36,562 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 18,551 18,551 18,551 18,282

57,159 57,159 57,159 26,074 2 4 2 2

Ｈ２４ 国・県支出金 38,106 38,106 38,106 17,382 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 19,053 19,053 19,053 8,692

333 333 333 301 4 2 1 4

Ｈ２２ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 333 333 333 301

施策２ 事業費

補助決定率　100％

補助決定率　100％

施策２ 事業費

事業利用者数　31,300人

事業利用者数　42,944人

施策２ 事業費

延べ利用人数　779人

延べ利用人数　719人

施策２ 事業費

配布率　100％

配布率　112％

市 継続
私立保育所乳児等
保育事業

　民間保育所等における乳児等の保育に
従事する保育士等の雇用に要する費用
の助成を行い、民間保育所等における乳
児等の保育体制の整備の向上を図る。
　県内の私立保育所・認定こども園等で、
１歳児の保育に直接従事する保育士等の
雇用に要する費用を経費として「月額
5,000円×各月初日における１歳児数」の
年間合計額を助成する。　　

－ A

子
育
て
支
援
課

児童福
祉の充
実 財

源
内
訳

評　　価

目標どおり、当該補助事業
の利用を要する者の支援に
資することができた。

市 継続 一時預かり事業

　家庭において保育を受けることが一時
的に困難となった乳幼児を保育所等にお
いて一時的に預かる事業。また、認定こど
も園において在園児の預かり保育を実施
①一般型…保育所や認定こども園等に
通っていない又は在籍していない乳幼児
を一時的に預かり必要な保育を行う。
②幼稚園型…幼稚園や認定こども園に
在籍する園児を対象に教育時間の前後
や長期休業日等に預かり必要な保護を行
う。

－ A

子
育
て
支
援
課

児童福
祉の充
実 財

源
内
訳

評　　価

目標を超える事業の利用が
あり当該事業の利用を要す
る家庭の支援に資することが
できた。

市 継続 病児保育事業

　保育所等に通っている児童が、病
気のため集団保育等が困難である場
合、保育所等に付設された専用ス
ペースで一時的に保育することによ
り、子育てと就労の両立を支援するこ
とを目的とした事業
【事業類型】病児：病気の回復期に至
らない場合、病後児：病気の回復期、
体調不良児：保育中に体調不良に
なった児童

－ A

子
育
て
支
援
課

児童福
祉の充
実 財

源
内
訳

評　　価

目標には達しなかったもの
の当該事業の利用を要する
家庭の支援に資することが
できた。

市 継続 ブックスタート事業

　市内に生まれた赤ちゃんの4か月健診の際
に、絵本をひらく楽しい「体験」と「絵本」を
セットでプレゼントする。ブックスタートパック
（絵本・布バック・アドバイスブック）は図書館
が購入し、健康づくり支援課が行う4か月健
診において研修を受けた図書館職員が
「ブックスタート体験」を行う。育児中で図書
館や書店に行く余裕のない保護者にも、
ブックスタートによって、絵本を介して小さな
赤ちゃんと心を通わせる体験をする機会を
与えるため、「具体的なきっかけ」となる絵本
そのものをプレゼントする。

－ A
図
書
館

児童福
祉の充
実 財

源
内
訳

評　　価

配布率は目標値を達成しているが、
図書館職員が健診時に「ブックスター
ト体験」を行うことは出来ていない。今
後は体験を行い直接「絵本」を手渡し
ていきたい。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

29,036 29,036 29,036 28,034 3 4 3 2

Ｈ１７ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 29,036 29,036 29,036 28,034

27,634 27,634 27,634 25,779 4 3 2 1

Ｈ２０ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 27,634 27,634 27,634 25,779

220 220 220 103 3 3 3 2

Ｈ２１ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 220 220 220 103

20,394 20,394 20,394 15,053 4 4 4 4

Ｈ２０ 国県支出金 1,205 1,205 1,205 1,397 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 19,189 19,189 19,189 13,656

基本目標Ⅱ　誰もが元気で、みんなで支えあうまちづくり（健康・医療・福祉）
　基本施策３　社会保障の充実

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）

施策１ 事業費

受給者数　1,800人

受給者数　1,728人

施策１ 事業費

受給者数　5,200人

受給者数　4,998人

施策１ 事業費

受給者数　40人

受給者数　31人

施策１ 事業費

妊産婦健康診査受診率
　　　　　　　　　　　　　　100%

初回妊婦健診受診率　 88.3％
産婦1か月健診受診率　87.6％

施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

市 継続
小児市助成医療扶助
事業

　健康で安心な保健・福祉の充実し
たまちづくり。市民が健康で安心して
暮らせることを優先し、少子化対策の
充実を図るため所得制限撤廃及び
対象拡大を図り、子育て家庭への経
済的支援を行う。県医療福祉費支給
制度の所得制限超過世帯と、制度の
対象外である中学1～高校３年生相
当（外来分）の医療費に対して助成を
行う。

－ A

保
険
年
金
課

社会保
障の充
実 財

源
内
訳

評　　価

本格的な少子化対策とし
て、安心して産み育てられる
環境を提供するために継続
して実施する。

市 継続
小児自己負担市助成
医療扶助事業

　健康で安心な保健・福祉の充実し
たまちづくり。市民が安心して暮らせ
ることを優先し、少子高齢化対策とし
て実施することで人口増を図る。県小
児医療福祉制度の対象となる０歳～
小学6年生及び中学1～高校3年生
相当（入院のみ）の医療費の一部自
己負担金に対して助成し、医療費の
無料化を実施する。

－ A

保
険
年
金
課

社会保
障の充
実 財

源
内
訳

評　　価

引き続き子育て世代の経済
的負担を軽減し、より子育て
しやすい環境を整えるため
本事業を実施する。

市 継続
妊産婦市助成医療
扶助事業

　平成21年7月1日に県の妊産婦医
療福祉費支給制度（マル福）の改正
があり、助成の対象が妊産婦特有の
疾病に限定されたため、対象外の疾
病について従来どおり必要とする医
療を容易に受けられるように、少子高
齢化対策の一環として市の単独事業
で実施する。また、令和6年10月1日
より、所得制限を撤廃した。

－ A

保
険
年
金
課

社会保
障の充
実 財

源
内
訳

評　　価

全ての妊産婦の経済的負担を軽
減し、健やかに出産を迎えること
ができる環境の充実と、深刻な少
子化防止を図るため引き続き本事
業を実施する。

市 継続
妊産婦・乳児一般
健康診査事業

　妊娠中の母体や胎児、産後の健康確保を
図る上で、妊産婦健康診査の重要性、必要
性は高い。妊産婦が健診費用を心配せず必
要な回数の健診を受けられるように公費負
担とする。妊産婦の心身の健康管理の充実
及び経済的負担の軽減を図るとともに、少子
化対策の一環として安心して妊娠・出産がで
きる体制を確保する。
①妊婦健診(16回)②産婦健診(2回：2週間、
1か月)③新生児聴覚検査(初回、必要時確
認検査）④乳児健診(3回：1か月、6～7か
月、9～10か月)

－ A+

健
康
づ
く
り
支
援
課

社会保
障の充
実 財

源
内
訳

評　　価

受診券を発行した対象者に対する受診率
は約８割であったが、流産等で使用しない
方もいるため妊娠継続している方はほぼ
100％健診を受診している。妊産婦健診未
受診者の方には個別で受診勧奨を行い、
受診につなげていく。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

7,476 7,341 7,512 7,982 2 2 2 4

Ｈ３ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他 6,900

一般財源 7,476 7,341 7,512 1,082

4,240 5,200 8,080 4,350 2 2 4 1

Ｈ２９ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他 4,240 5,200 8,080 4,350

一般財源

126,092 126,092 126,092 72,021 4 4 4 4

Ｈ１６ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 126,092 126,092 126,092 72021

3,000 61,000 5,555 4 3 4 4

Ｒ３ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

Ｒ１２ その他

一般財源 0 3,000 61,000 5,555

基本目標Ⅲ　ふるさとを想う教育・文化のまちづくり（教育・文化）
　基本施策１　学校教育の充実

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）

施策１ 事業費

贈呈対象児童のうち、申込者へ
の配布率　100％

贈呈対象児童のうち、申込者へ
の配布率　100％

施策１ 事業費

新規認定者５名に入学支度金、継続
認定者８名に奨学資金を支給する。

継続認定者８名に奨学資金を
支給した。

施策１ 事業費

児童１人１台のコンピュータ
が整備された学校数　15校

児童１人１台のコンピュータ
が整備された学校数　15校

施策１ 事業費

事業計画数　１棟

事業実施数　１棟

施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

市 継続 小学校入学祝記念品
　小学校の入学祝記念品として、新
入学児童に対しランドセル、スプーン
セット、道具箱を贈呈する。

－ A

教
育
総
務
課

学校教
育の充
実 財

源
内
訳

評　　価

市内小学校新入学児童に対し、ラ
ンドセル等の入学祝記念品を贈
呈することにより、保護者の経済的
負担を軽減することができた。

市 継続 奨学資金等支給事業

　教育の機会均等と時代を担う有為
な人材の育成に資するため、給付型
奨学資金制度を設立し、経済的理由
により大学修学資金の援助を必要と
する者に対し、奨学資金を給付す
る。

－ A

教
育
総
務
課

学校教
育の充
実 財

源
内
訳

評　　価

経済的理由により大学への修学が困
難な世帯に対し奨学金を支給するこ
とにより、地域社会に貢献できる有用
な人材を育成することに資することが
できた。

市 継続
小中学校教育用
コンピュータ整備事業

　文部科学省のGIGAスクール構想に
基づき、児童生徒１人１台端末と高速
大容量の通信ネットワークを一体的に
整備することにより、特別な支援を必要
とする子供を含め多様な子供たちを誰
一人取り残すことなく、公正に個別最適
化され、資質・能力が一層確実に育成
できる教育環境の実現を目指す。
※事業期間：小学校はH16～
　　　　　　　　 中学校はH18～

－ A+

教
育
総
務
課

学校教
育の充
実 財

源
内
訳

評　　価

児童生徒1人1台端末（アプリケ
－ションを含む）、無線AP、校内
LAN、充電保管庫を引き続き維
持し学習環境の向上に努めた。

市 継続
学校長寿命化改修
事業

　北茨城市学校施設長寿命化計画（以
下、「計画」という。）に基づき、各学校施
設の長寿命化改良（予防改修を含む）工
事等を実施することにより、児童生徒に
とって安全安心な学習・生活環境を実現
するため、学校施設の機能強化（バリアフ
リー化、トイレの洋式・乾式化、多目的トイ
レ等）を図る。
　※右記事業期間は計画の第１期
　※R8年度は義務教育学校整備事業に
　　 おいて事業費計上（設計委託費等）

385,469 A+

教
育
総
務
課

学校教
育の充
実 財

源
内
訳

評　　価

中郷第一小学校校舎の長
寿命化を検討するため、校
舎改修の基本方針を策定し
た。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅲ　ふるさとを想う教育・文化のまちづくり（教育・文化）
　基本施策１　学校教育の充実

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

60,640 25,000 25,000 18,015 2 2 4 4

Ｒ６ 国県支出金 20,212 25,000 25,000 4,240 R6目標

～ 地方債 13,160 R6実績

その他

一般財源 40,428 50,000 50,000 615

39,244 39,244 39,244 29,746 2 3 1 4

Ｈ３０ 国県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 39,244 39,244 39,244 29,746

144,583 2 3 4 4

Ｒ４ 国県支出金 3,490 R6目標

～ 地方債 140,800 R6実績

Ｒ６ その他

一般財源 293

137,933 135,430 131,071 143,329 2 4 4 1

Ｒ３ 国県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他 31,000

一般財源 106,933 135,430 131,071 143,329

施策１ 事業費

学校施設照明LED室数　32室

学校施設照明LED室数　32室

施策１ 事業費

教育LAN基盤・端末等設置
台数　340台

教育LAN基盤・端末等設置
台数　340台

施策１ 事業費

事業進捗率　100％

事業進捗率　100％

施策１ 事業費

学校給食費完全無償化　
100％

学校給食費完全無償化　
100％

市 継続
学校施設照明LED化
事業

　学校施設の既設照明設備をLED化
して学校環境衛生基準に基づく適正
な照度を確保するとともに、消費電力
して抑えて省エネルギー化を図る。

316,453 A

教
育
総
務
課

学校教
育の充
実 財

源
内
訳

評　　価

照度不足が生じた普通教室
等の照明器具をＬＥＤ化する
ことができた。

市 継続
校務用コンピュータ
整備事業

　児童生徒一人一人に応じたきめ細
やかな指導等を実現するとともに、各
拠点間（小・中学校、市役所、給食セ
ンター、教育支援センター）の円滑な
情報共有等を行うプラットフォームと
して、引き続き統合型校務支援シス
テム及び教育LAN基盤・端末等を維
持し、適正に管理する。

218,064 A

教
育
総
務
課

学校教
育の充
実 財

源
内
訳

評　　価

校務用コンピュータ及び統
合型校務支援システムを円
滑に更改することができた。

市

Ｒ６
終了
※
事務
事業
評価
のた
め掲
載

学校施設特別教室等
空調設置事業

　学校施設の特別教室等に空調設備を
設置し、児童生徒の学習・生活環境を改
善して学校施設の機能強化を図る。
　学校施設は、児童生徒が一日の大半を
過ごす学習及び生活の場であることから、
特別教室等に空調設備の設置を強化し、
安全安心な施設として維持することは、市
が主体的に実施しなければならない。今
後も引き続き市学校施設長寿命化計画に
基づき事業を遂行する。

225,051 A+

教
育
総
務
課

学校教
育の充
実 財

源
内
訳

評　　価

小学校21室、中学校15室の
特別教室等に空調設備を設
置した。

市 継続 給食費無償化事業

　子育て支援施策の一環として、子
育て世代の保護者の負担を軽減する
ため、また、給食が成長期の児童生
徒にとって重要な役割を担っている
観点から、給食費の無償化を実施す
る。
　なお、令和７年度より公会計へ移行
したため給食費補助金事業から給食
費無償化事業へと事業名を変更。

－ A

教
育
総
務
課

学校教
育の充
実 財

源
内
訳

評　　価

　完全無償化を実施すること
により、子育て世代の保護者
負担の軽減をすることができ
た。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅲ　ふるさとを想う教育・文化のまちづくり（教育・文化）
　基本施策１　学校教育の充実

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

648 648 648 287 2 4 4 1

Ｒ５ 国県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 648 648 648 287

182 182 182 401 2 4 4 1

Ｒ３ 国県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 182 182 182 401

150,910 未定 未定 4 3 4 4

Ｒ８ 国県支出金 0 R6目標

～ 地方債 113,100 R6実績

Ｒ１１ その他 0

一般財源 37,810

3,564 3,327 3,564 2 2 2 4

Ｒ７ 国県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 3,564 3,327 3,564

施策１ 事業費

学校給食費補助率　100％

学校給食費補助率　100％

施策１ 事業費

学校給食費補助率　100％

学校給食費補助率　100％

施策１ 事業費

施策１ 事業費

市 継続
食物アレルギー対策
補助金事業

　食物アレルギーのために、学校給
食で提供する献立の全部又は一部
が食べられず、代わりに弁当等を持
参する児童生徒の保護者に補助金
を支給する。

－ A

教
育
総
務
課

学校教
育の充
実 財

源
内
訳

評　　価

　補助金を希望する保護者
へ支給し保護者負担の軽減
をすることができた。

市 継続 給食費補助金事業

　小中学校の学校給食無償化の実
施に合わせ、北茨城特別支援学校
の北茨城市在住児童生徒も対象と
し、保護者の経済的負担軽減を図
る。なお、令和７年度より北茨城市立
小中学校の給食費会計が公会計に
移行するため、北茨城特別支援学校
の給食費のみ補助金とし令和８年度
は国の小学校給食費無償化事業に
より中学校のみ対象とする。

－ A

教
育
総
務
課

学校教
育の充
実 財

源
内
訳

評　　価

　北茨城市立小中学校と同様の金額
により、北茨城特別支援学校北茨城
市在住の児童生徒の保護者へ学校
給食費の一部を補助し、保護者負担
の軽減をすることができた。

市 新規
義務教育学校整備
事業

　中郷第一小学校及び中郷中学校
の校舎は、建設から40年以上が経
過し著しく老朽化しているため、
児童生徒の学習・生活環境が悪化
していることから両校を統合し、
現中郷中学校敷地に新校舎等を整
備して義務教育学校を設置する。

未定 Ａ

教
育
総
務
課

学校教
育の充
実 財

源
内
訳

評　　価

市 継続 中学校入学祝品
中学校へ入学する新１年生に、中
学校入学祝品としてスクールバッ
グを贈呈する。

- Ａ

教
育
総
務
課

学校教
育の充
実 財

源
内
訳

評　　価
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅲ　ふるさとを想う教育・文化のまちづくり（教育・文化）
　基本施策１　学校教育の充実

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

36,960 36,960 36,960 37,048 1 4 4 1

Ｈ６ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他 30,000 30,000 30,000 19,000

一般財源 6,960 6,960 6,960 18,048

76,435 76,435 76,435 62,624 2 4 4 1

Ｈ１９ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 76,435 76,435 76,435 62,624

12,382 12,382 12,382 11,440 2 1 4 3

Ｒ３ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 12,382 12,382 12,382 11,440

840 840 840 840 2 1 4 3

Ｈ２８ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 840 840 840 840

施策１ 事業費

外国語指導助手による年間学習指導時間
（1学級平均）　
中学校：140時間小学校：75時間
外国語指導助手による年間学習指導時間
（1学級平均）　
中学校：140時間小学校：75時間

施策１ 事業費

市内小中学校への教育
支援員配置人数　30人

市内小中学校への教育
支援員配置人数　30人

施策１ 事業費

ICT支援員による年間授業支援
時間（1学級平均）　35時間

ICT支援員による年間授業支援
時間（1学級平均）　35時間

施策１ 事業費

ＳＳＷを学校へ派遣した回数　
40回

ＳＳＷを学校へ派遣した回数　
40回

市 継続
外国語指導助手設置
事業

　小学校外国語教育及び中学校外
国語教育（英語）の充実と、国際教育
の推進を図るため、外国語指導助手
（ALT)を各学校に配置する。
　中学校全学級及び小学校３年生か
ら６年生の学級で、教科担任、学級
担任との複数（ティーム・ティーチン
グ）での指導を行っている。小学校外
国語教育の充実のため配置の継続
を図る。

－ A

学
校
教
育
課

学校教
育の充
実 財

源
内
訳

評　　価

８名のＡＬＴを全小・中学校に配置
することで、ネイティブの発音や異
文化に触れる機会が増え、学習意
欲とコミュニケ－ション能力の向上
につながった。

市 継続
特別支援教育支援員
配置事業

　特別支援教育支援員を配置するこ
とで、発達障害等により特別な教育
的支援を必要とする児童生徒に対す
る生活介助を行うとともに、児童生徒
に対する安全確保などの学習上のサ
ポートを行う。

－ A

学
校
教
育
課

学校教
育の充
実 財

源
内
訳

評　　価

各学校へ支援員を配置し、発達
障害等を含む障害のある子どもに
対して、学習支援や生活介助な
ど、適切な支援を行うことができ
た。

市 継続 ＩＣＴ支援員配置事業

　ＩＣＴ支援員の配置により、一人に一
台整備されたタブレット端末を活用し
た授業実践の促進及びオンライン授
業を含む教員のＩＣＴ活用スキルの向
上を図り、「個別最適な学び」と「協働
的な学び」の一体的な充実を進め、
児童生徒がこれからの社会で求めら
れる資質能力を育成する。

－ A

学
校
教
育
課

学校教
育の充
実 財

源
内
訳

評　　価

ＩＣＴ支援員を配置することで、タ
ブレット端末の日常的な活用やＩ
ＣＴを活用した質の高い授業の
実践につながった。

市 継続
スクールソーシャル
ワーカー活用事業

　市内小・中学校からの派遣要請に
応じてスクールソーシャルワーカー
（ＳＳＷ）を派遣し、いじめ、不登校、
暴力行為その他の学校生活上の諸
問題の背景にある家庭環境の調整
及び改善を図る。

－ A

学
校
教
育
課

学校教
育の充
実 財

源
内
訳

評　　価

ＳＳＷを派遣することで、児童生
徒の問題解決に向けて、家庭へ
の働きかけや関係機関との連携
を推進することができた。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅲ　ふるさとを想う教育・文化のまちづくり（教育・文化）
　基本施策１　学校教育の充実

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

2,046 2,046 2,046 2,108 2 4 4 1

Ｈ２３ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 2,046 2,046 2,046 2,108

14,109 14,109 14,109 12,438 2 4 4 1

Ｈ２４ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 14,109 14,109 14,109 12,438

110 110 110 39 2 2 2 4

Ｒ５ 国県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 110 110 110 39

592 592 592 656 2 2 2 4

Ｈ２１ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 592 592 592 656

施策１ 事業費

学級生活満足群率　80％

学級生活満足群率　63％

施策１ 事業費

学校図書事務員配置数 15人

学校図書事務員配置数   6人

施策１ 事業費

相談事案解消率　 90％

相談事案解消率 100％

施策１ 事業費

マウントあかねを利用する宿泊
学習実施校の割合 100％

マウントあかねを利用する宿泊
学習実施校の割合 100％

市 継続 ＷＥＢＱＵ活用事業

　　「学級集団の状態が分かる」「一人一
人の内面理解に役立つ」「タイプ別に具
体的な対応方法を知る」ことをねらいとし
たアンケートを実施し、その結果から今後
の学級経営の方針となる情報を得たり、い
じめ等を受けている可能性のある児童生
徒を早期に発見したり、不登校になる可
能性が高い児童生徒を察知したりするこ
とで、よりよい学級集団づくりと児童生徒
一人一人の支援に活用する。

－ A

学
校
教
育
課

学校教
育の充
実 財

源
内
訳

評　　価

年２回のＷＥＢＱＵを実施し、個人
や学級の変容を把握することで、
よりよい学級集団づくりにつなが
り、いじめや不登校の未然防止が
図られた。

市 継続
学校図書事務員設置
事業

　学校図書館の運営、管理司書教諭
の大半は学級担任等を兼務してお
り、本来の機能を十分に発揮できな
い現状にある。図書事務員を雇用す
ることで、図書の整理、修理、貸出、
返却、統計、図書館便りの発行、学
校図書館環境の整備等、司書教諭
の補助業務に充当する。

－ A

学
校
教
育
課

学校教
育の充
実 財

源
内
訳

評　　価

令和元年度に１名増員され、６人
体制になり、読書活動等の推進に
効果を上げている。常時利用しや
すい学校図書館のためには１校１
人常時配置が望まれる。

市 継続
学校法律相談業務
委託事業

　いじめや不登校、保護者からの不
当な要求等、現代の学校において生
じている様々な教育課題に対応する
ために、学校事情に精通した弁護士
から、法的な価値に基づいた指導・
助言を得る体制を整備する。　

－ A

学
校
教
育
課

学校教
育の充
実 財

源
内
訳

評　　価

保護者からの過度な苦情の案
件について、法的な根拠を基に
助言をいただいたことで、適切
に対応することができた。

市 継続
小学校共同生活学習
補助事業

　義務教育における郷土教育の充
実・推進の一環として、市内小学校
の共同生活学習において市施設の
「マウントあかね」を利用した場合に
使用料を助成する。

－ A

学
校
教
育
課

学校教
育の充
実 財

源
内
訳

評　　価

宿泊学習において、市内全ての
小学校がマウントあかねを利用
し、体験活動を伴う宿泊共同生活
を行ったことで、郷土愛を育むこと
ができた。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅲ　ふるさとを想う教育・文化のまちづくり（教育・文化）
　基本施策１　学校教育の充実

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

237 237 237 381 1 4 4 1

Ｈ２６ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 237 237 237 381

500 500 500 500 2 2 4 2

Ｈ２３ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 500 500 500 500

633 633 2 2 4 2

Ｈ２５ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 633 633

425 425 425 736 2 1 4 4

Ｈ２７ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 425 425 425 736

施策１ 事業費

チャレンジプラン実施回数
13回

チャレンジプラン実施回数
13回

施策１ 事業費

「科学の祭典」への参加人数　
1,800人

「科学の祭典」への参加人数　　
831人

施策１ 事業費

参加した中学生が「ためになっ
た」と回答した割合　 90％

参加した中学生が「ためになっ
た」と回答した割合　100％

施策１ 事業費

インターネットトラブル指摘
件数　0件

インターネットトラブル指摘
件数　0件

市 継続
学校間連携
チャレンジプラン

　小規模校同士が連携・協働しなが
ら、合同で効果的な多人数指導や少
人数指導を行い、確かな学力の定着
を図ったり、合同授業を通して児童
間の交流と集団活動を推進する。

－ A

学
校
教
育
課

学校教
育の充
実 財

源
内
訳

評　　価

小規模校同士が、連携・協働し
ながら合同授業や合同行事等
を実施したことで、交流を深め、
教育効果を高めることができた。

市 継続 科学の祭典補助事業

　小・中・高の教員、大学生、NPO法
人を講師として、幼児・児童・生徒が
実験や工作などの実体験を通して科
学に親しむ場を提供し、科学に対す
る興味・関心・理科的実践意欲を高
められるようにする。

－ A

学
校
教
育
課

学校教
育の充
実 財

源
内
訳

評　　価

ふれあいセンターを会場に、２４の
ブースを開き、子どもたちが実験
や工作体験など科学に親しむとと
もに、興味・関心を高めることがで
きた。

市 継続 富士山登山体験学習

　本市と災害時相互応援協定を結ん
でいる静岡県小山町が主催する富士
山登山交流事業である。希望する市
内の中学校１年生を対象として、「日
本一高い山 富士山」に登り、自然の
雄大さを体験し、その中で自分自身
を見つめ直す機会とすることを目的と
する。

－ A

学
校
教
育
課

学校教
育の充
実 財

源
内
訳

評　　価

参加生徒15名全員が、富士山
登山等を通して、「自分を成長さ
せることができた」と回答してお
り、目的を果たすことができた。

市 継続
学校ネットパトロール
事業

　インターネット等に関わる児童生徒
のトラブルに素早く対応し、その解決
に取り組むために、ＳＮＳ（LINE、イン
スタグラム、口コミ掲示板等）を中心
に、児童生徒の不適切な書き込み
（危険度が高い投稿、誹謗中傷や個
人情報の流出等）を目視で観察・分
析することを通して、児童生徒の活用
状況や動向を調査する。

－ A

学
校
教
育
課

学校教
育の充
実 財

源
内
訳

評　　価

インターネットにおける児童生徒
の書き込みを調査し、リスクの高い
事案を早期発見・早期対応したこ
とで、ＳＮＳ等の問題の未然防止
につながった。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅲ　ふるさとを想う教育・文化のまちづくり（教育・文化）
　基本施策１　学校教育の充実

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

1,703 1,703 1,703 1,309 1 3 4 4

Ｒ３ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 1,703 1,703 1,703 1,309

施策１ 事業費

市内小中学校学校運営
協議会設置数　14

市内小中学校学校運営
協議会設置数　14

市 継続
コミュニティ・スクール
事業

　既存のコミュニティの希少化や少子高齢化の
加速化、極点社会が進む現在において、学校・
家庭・地域を取り巻く課題が複雑化・深刻化して
いる。そこで、互いの課題を補完し合いながら質
の高い教育の実現や地域の教育力の向上、地
域の繋がりづくりを図ることができる学校運営協
議会制度（コミュニティ・スクール）を導入し、「開
かれた学校」から一歩踏み出した「地域とともに
ある学校づくり」への転換を図る。地域の代表者
が一定の権限と責任をもって学校運営に参画す
ることにより、学校・家庭・地域が一体となってよ
り良い教育の実現に取り組むことを制度のねら
いとする。

－ A

生
涯
学
習
課

学校教
育の充
実 財

源
内
訳

評　　価

学校運営協議会や地域学級協働活
動を通じて、学校と地域、保護者とつ
ながる機会が増えてきた。さまざまな
体験活動を通じて、児童生徒の効果
的な学びにつながっている。

-34-



令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

3,320 3,320 3,320 3,294 2 3 4 2

Ｒ２ 国・県支出金 R6目標

～ － 地方債 R6実績

その他

一般財源 3,320 3,320 3,320 3,294

19,292 19,292 19,292 17,604 3 4 4 1

Ｈ３０ 国県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他 2,227 2,227 2,227 2,226

一般財源 17,065 17,065 17,065 15,378

3,758 3,758 3,758 5,669 2 2 2 4

Ｈ２３ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 3,758 3,758 3,758 5,669

23,060 4 1 3 4

国・県支出金 R6目標

Ｒ８ 地方債 20,700 R6実績

その他

一般財源 2,360

基本目標Ⅲ　ふるさとを想う教育・文化のまちづくり（教育・文化）
　基本施策２　生涯学習社会の構築

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）

施策３ 事業費

ARIGATEE来場者数（月平均）
　　　　　　　　　　　　　　30人

ARIGATEE来場者数（月平均）
　　　　　　　　　　　　　　27.5人

施策１ 事業費

生涯学習センター「とれふる」の
利用者数　13,500人

生涯学習センター「とれふる」の
利用者数　13,541人

施策１ 事業費

ヒロシマ平和への旅
参加者数　60人

ヒロシマ平和への旅
参加者数　61人

施策１ 事業費

施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

市 継続
芸術による里山づくり
事業

　揚枝方地区の景観等を保存しながら、
揚枝方地区を訪れることがアート体験とな
るよう集落支援員を設置し、地域住民と協
力して集落整備・活性化を進める。
　具体的には、集落支援員や地元住民と
協力し、次の活動を行う。
　①揚枝方地区の調査
　②地域住民との話し合い
　③揚枝方地区の景観保全
　④アートを活用したまちづくりのための　　
　　拠点整備
　⑤地域住民と協力したイベントの開催　

A

企
画
政
策
課

文化芸
術の振
興 財

源
内
訳

評　　価

目標の来場者数にわずかに達し
なかったが、景観づくりをしなが
ら、地域住民とともに年2回イベン
トを開催するなど、地域活性化に
つなげる活動ができている。

市 継続
生涯学習センター
管理運営事業

　生涯学習を推進し、市民の豊かな
人間形成に資するため設置した北茨
城市生涯学習センター（本館、分館）
を拠点とし、地域に根ざした生涯学
習活動や市民の自主的な活動を支
援する。多様な学習ニーズに対応で
きる環境を整備し、各種講座を開催
する。

－ A

生
涯
学
習
課

生涯学
習の振
興 財

源
内
訳

評　　価

市民のニーズを踏まえた各種講座
の工夫改善と健康増進に向けた
施設利用を推進することで、目標
を達成することができた。

市 継続
ヒロシマで学ぶ平和へ
の旅実行委員会
補助金

　原爆被害を受けた広島を訪れ、広
島平和記念式典に参加して、原爆の
恐ろしさや悲しみを伝える広島の声
を聞くとともに、資料館で生の資料を
見るなど、戦争と平和について考える
機会を持つための体験が、豊かな人
間性を培い、将来に人間形成の糧と
なることを目的とする。

－ A

生
涯
学
習
課

生涯学
習の振
興 財

源
内
訳

評　　価

実際に広島の地を訪れたことで、戦争の恐
ろしさや平和への大切さ、自分達にできるこ
とは何かを考える貴重な体験をすることが
できた。広島の夏は猛暑であるため、今後
も熱中症対策を行い、安心・安全に事業を
実施する。

市 新規
ふれあいセンター
管理事業

　照明設備をＬＥＤ化にすることによ
り、電気代の削減による経費の節約、
より快適な照明環境を提供することに
より、住民サービスに繋がる。
　また、２０２７年度末で蛍光灯の製
造が廃止される事に伴い実施するも
のである。

23,060 A

生
涯
学
習
課

生涯学
習の振
興 財

源
内
訳

評　　価
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅲ　ふるさとを想う教育・文化のまちづくり（教育・文化）
　基本施策２　生涯学習社会の構築

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

1,251 1,251 1,251 1,225 2 2 4 4

Ｈ２７ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 1,251 1,251 1,251 1,225

922 922 922 666 2 2 3 3

Ｈ２６ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 922 922 922 666

9,500 4 2 4 1

Ｒ５ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

Ｒ６ その他

一般財源 9,500

9,000 10,000 10,000 8,500 4 2 1 4

Ｈ２７ 国県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 9,000 10,000 10,000 8,500

施策３ 事業費

生涯学習センター分館
「期待場」の利用数　3,000人

生涯学習センター分館
「期待場」の利用数　2,431人

施策３ 事業費

俳句コンクール1900人、2200句
童謡作詞コンクール80人、80編

俳句コンクール1804人、2302句
童謡作詞コンクール136人、136編

施策３ 事業費

補助金の交付　　　　　　　　
来場者数：２０万人

補助金の交付　　　　　　　　
来場者数：３０万人

施策１ 事業費

蔵書冊数　193,000冊

蔵書冊数　190,754冊

市 継続
芸術によるまちづくり
事業

　期待場及び期待場ギャラりーの活用、ま
た、東京藝術大学と連携したワークショッ
プを実施するなど、芸術によるまちづくり
を推進する。また、蛭田二郎氏（北茨城出
身、日本芸術員会員、岡山大学名誉教
授）の作品藝術品の寄贈を受け開設した
「蛭田二郎彫刻ギャラリー」において優れ
た芸術鑑賞する機会を提供し、北茨城の
文化振興に寄与するとともに、併設するマ
ウントあかねへの観光客誘致の材料とし
て活用する。　　　　　　　

－ A

生
涯
学
習
課

文化芸
術の振
興 財

源
内
訳

評　　価

　陶芸教室やワークショップに加え
て、コンサート等の鑑賞活動にも活用
することで利用数は改善しつつある。
引き続き芸術に触れる機会の提供を
工夫していく。

市 継続
野口雨情記念賞童謡
作詩・俳句コンクール
事業

　童謡と俳句。二つの文芸創作コン
クールを実施する。童謡は県内及び
中野市の小中学生を、俳句は県内小
中学生と俳句ポストへの投句者を対
象とする。童謡作詞コンクールはＨ２
年度から、俳句コンクールはＨ２６年
度からの実施。　　　　　

8,870 A

生
涯
学
習
課

文化芸
術の振
興 財

源
内
訳

評　　価

　野口雨情の名を冠した顕彰事業で
あり、俳句ポストやメールでの応募な
ど、全国からの参加も増加し、北茨城
市のアピールという面も担っている。

市

Ｒ６
終了
※
事務
事業
評価
のた
め掲
載

常陸大津の御船祭実
施補助事業

　令和６年度に実施する国指定重要
無形文化財「常陸大津の御船祭」の
開催準備等に伴い、「常陸大津の御
船祭保存会」へ補助金を交付し支援
する。

－ A

生
涯
学
習
課

文化芸
術の振
興 財

源
内
訳

評　　価

御船祭保存会へ事業に必要な補
助金9,500,000円を交付し支援し
た。また、来場者については、５年
前の１．５倍の集客があった。

市 継続 図書館資料整備事業

　H28年度に開館した図書館におい
ては、約２１万冊の収容が可能になっ
た。利用者の知的欲求に応じるととも
に、年度内の購入計画により、①新
刊選書②契約発注③企画展示資料
④学校図書⑤基本資料の買い替え
⑥児童書の基本購入⑦参考図書に
それぞれ予算を分配して、蔵書冊数
を増やすだけでなく、内容にも配慮し
た蔵書構成を行う。

－ A
図
書
館

生涯学
習の振
興 財

源
内
訳

評　　価

目標の蔵書冊数は達成出来なかっ
たが、年間の購入計画に基づき資料
収集を行った。特に学校図書につい
ては、教科書改訂に伴い約200冊を
購入した。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅲ　ふるさとを想う教育・文化のまちづくり（教育・文化）
　基本施策２　生涯学習社会の構築

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

1,000 1,300 1,300 1,000 4 2 1 4

Ｈ２３ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 1,000 1,300 1,300 1,000

15,979 15,979 15,979 15,979 4 2 1 4

Ｈ２７ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 15,979 15,979 15,979 15,979

619 619 1,119 10,120 4 2 1 4

Ｒ５ 国県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他 9,425

一般財源 619 619 1,119 695

施策１ 事業費

視聴覚資料数　3,700点

視聴覚資料数　3,345点

施策１ 事業費

年間貸出冊数　250,000冊

年間貸出冊数　224,335冊

施策１ 事業費

デジタルアーカイブ公開
資料数　600点

デジタルアーカイブ公開
資料数　500点

市 継続
視聴覚資料の貸出
事業

　視聴覚資料（ＣＤ/ＤＶＤ）については、かねて
から市民の要望が高く、Ｈ23年度より図書館資
料として整備し貸出を開始した。図書館の視聴
覚資料として幅広い分野にわたる内容の資料を
収集し、図書館を利用する魅力の一つとする。
また視聴覚資料を借りたことで興味を持った内
容と図書資料を結びつけ図書資料貸出との相
乗効果を引き出す。Ｈ28年の新図書館開館時
に2,723点の資料まで増加させることができた
が、県内図書館の平均保有数約5,000点を大き
く下回っているため、目標数値として掲げ資料整
備をしていく。回転率の高い資料であることから
新しい資料を定期的に購入し、利用者に提供し
ていく。

－ A
図
書
館

生涯学
習の振
興 財

源
内
訳

評　　価

目標値は達成出来なかった。図書館
で貸出可能な視聴覚資料は価格が
高額なため購入数に限りがあり、蔵書
数を増加させることが難しい。Ｒ６年
度の購入数は92点だった。

市 継続
図書館新システム
事業

　H28年度開館の新図書館におい
て、ICタグを導入した新システムを導
入。
H27・28年度：ICタグ添付
H28年度：新図書館システム稼動、読
書手帳導入                                                                 
R5年度に、図書館システムのバー
ジョンアップを行い、５年契約を行っ
た。（R5.4.1～R10.3.31まで ）                                                                                

－ A
図
書
館

生涯学
習の振
興 財

源
内
訳

評　　価

目標値に対する実績は89.7％
で、昨年度に比べ0.6％増加し
ているが、未だ目標値には達し
ていない。

市 継続
北茨城市デジタル
アーカイブ事業

　北茨城市歴史民俗資料館の資料などの
ほか、北茨城市の古い写真を公募し（学
校・大津地区・平潟地区・旧磯原商店街・
中郷駅周辺・市内炭礦関連など）をデジタ
ル資料として作成、図書館ホームページ
上で「北茨城市デジタルアーカイブ」とし
て公開する。写真を公募することにより、
市民に広く広報することができるとともに、
消失していく古い資料を保存する流れを
形成する。

－ A
図
書
館

生涯学
習の振
興 財

源
内
訳

評　　価

収集した資料1,539点のうち約500点を公開
した。また、約20年分の北茨城市新聞記事
目録を作成、公開した。このことにより、消
失していく古い資料保存する流れが形成で
きた。R7年3月には、デジタルアーカイブ完
成セレモニーを開催した。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

41,438 23,902 23,902 32,422 4 4 4 4

Ｈ６ 国・県支出金 16,391 8,747 8,747 14,190 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他 220 220 220 174

一般財源 24,827 14,935 14,935 18,058

基本目標Ⅳ　安らぎと利便性が高いまちづくり（都市基盤）
　基本施策１　地域の特性を活かしたまちづくりの推進

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）

施策１ 事業費

地籍調査面積　0.44㎢

地籍調査面積　0.44㎢

施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

市 継続 地籍調査事業

　国土調査法、地籍調査作業規程準
則に基づき、一筆ごとの土地につい
て、所有者・地番・地目を調査すると
ともに、土地の境界と面積を測量し、
その成果である地籍図と地籍簿を土
地所有者の閲覧と県の認証を経て、
法務局・税務課に送付する。

－ A+

地
籍
調
査
課

地域の
特性を
活かし
たまち
づくりの
推進

財
源
内
訳

評　　価

令和6年度の地籍調査を実
施したことにより、目標として
いた地積調査面積0.44㎢を
達成した。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

48,020 48,020 48,020 45,078 2 4 3 2

Ｈ１４ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他 45 45 45 45

一般財源 47,975 47,975 47,975 45,033

36,815 36,815 36,815 36,885 2 2 3 3

Ｈ２４ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 36,815 36,815 36,815 36,885

1,691 1,691 1,691 2,344 2 2 3 2

Ｈ２４ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他 1,691 1,691 1,691 2,021

一般財源 323

75,000 80,000 80,000 58,858 4 3 3 3

Ｈ２７ 国・県支出金 41,250 44,000 44,000 32,372 R6目標

～ 地方債 30,300 32,400 32,400 23,800 R6実績

Ｒ５７ その他

一般財源 3,450 3,600 3,600 2,686

基本目標Ⅳ　安らぎと利便性が高いまちづくり（都市基盤）
　基本施策２　都市基盤の充実

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）

施策１ 事業費

市巡回バス年間利用者数
　　　　　　　　　　　60,000人

市巡回バス年間利用者数
　　　　　　　　　　　69,381人

施策１ 事業費

地域交通利用券
年間交付者数　　　2,500人

地域交通利用券
年間交付者数　　　2,233人

施策１ 事業費

高速バス年間利用者数
　　　　　　　　　　　28,000人

高速バス年間利用者数
　　　　　　　　　　　25,733人

施策１ 事業費

対象橋梁の修繕箇所数 
　　　　　　　　　　　　49箇所

対象橋梁の修繕箇所数 
　　　　　　　　　　　　19箇所

施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

市 継続 市巡回バス運行事業

　民間の路線バス事業が撤退したこ
とにより交通手段を失った市民の最
低限の公共交通手段を確保するた
め、巡回バスを運行し、公共交通空
白地から市内の3駅、主要な公共公
益施設、市街地への移動の利便性
向上を図る。
・運行路線数７路線
・料金１路線１回100円　・平日運行
（土日祝日及び12/29～1/3は運休）

－ A

ま
ち
づ
く
り
協
働
課

道路・交
通ネット
ワークの
整備

財
源
内
訳

評　　価

市内３駅、主要な公共施設、市街
地への移動手段を確保し、高齢者
等をはじめとする交通弱者の最低
限の交通手段としての役割を果た
している。

市 継続
タクシー助成券補助
事業

　自動車を運転できない方やバス停
から遠い方等が通院や日常の買い
物、公共施設への移動にタクシーを
利用する場合の利用料金の一部を
扶助し、市巡回バスの運行を補完
し、きめ細やかな公共交通を整備す
る。

－ A

ま
ち
づ
く
り
協
働
課

道路・交
通ネット
ワークの
整備

財
源
内
訳

評　　価

令和６年度からタクシー助成券の
助成額を１枚500円に変更し、か
つ１回の乗車で２枚まで使用可と
し最大1,000円まで助成することで
利便性が向上した。

市 継続
高速バス利用者
駐車場管理運営事業

　東京への新たな移動手段として、い
わき市を起点とする高速バス路線を
南進させ、北茨城インターチェンジを
停留所とする高速バス利用者のため
の駐車場を運営及び維持管理する。

－ B

ま
ち
づ
く
り
協
働
課

道路・交
通ネット
ワークの
整備

財
源
内
訳

評　　価

高速バス利用者のパークアンドライド
のニーズが高く、都市部の渋滞緩和
や二酸化炭素排出抑制にも寄与して
いる。令和６年度はパーキングシステ
ムの修繕を行った。

市 継続
橋梁長寿命化修繕
事業（15ｍ以上）

　市が管理する橋長15ｍ以上の橋梁
49橋について、事後的な対応から予
防保全型の維持修繕へと転換を図る
ため、橋梁長寿命化修繕計画に基
づき下記の事業を行う。
・対象橋梁：49橋
・対象事業：①定期点検（5年/毎）
                 ②修繕設計
                 ③修繕工事

－ A+

都
市
建
設
課

道路・交
通ネット
ワークの
整備

財
源
内
訳

評　　価

計画よりやや遅れているた
め、コスト縮減や優先順位の
見直し等による改善を図る
必要がある。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅳ　安らぎと利便性が高いまちづくり（都市基盤）
　基本施策２　都市基盤の充実

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

26,000 84,000 84,000 125,822 4 3 3 3

Ｈ２９ 国・県支出金 14,300 46,200 46,200 69,202 R6目標

～ 地方債 10,500 34,000 34,000 50,950 R6実績

Ｒ５２ その他

一般財源 1,200 3,800 3,800 5,670

10,000 5,000 0 4 2 3 1

Ｈ２６ 国・県支出金 2,750 R6目標

～ 地方債 9,000 2,000 R6実績

Ｒ３０ その他

一般財源 1,000 250

25,000 95,000 42,164 8,164 4 2 4 4

Ｒ５ 国県支出金 0 50,000 23,190 4,490 R6目標

～ 地方債 22,500 40,500 17,000 3,300 R6実績

Ｒ１０ その他

一般財源 2,500 4,500 1,974 374

65,000 85,000 85,000 82,544 4 2 4 4

Ｈ２６ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 58,500 76,500 76,500 74,200 R6実績

Ｒ１０ その他

一般財源 6,500 8,500 8,500 8,344

施策１ 事業費

対象橋梁の修繕箇所数 
　　　　　　　  　　　　287箇所

対象橋梁の修繕箇所数 
　　　　　　　　　　　　　17箇所

施策１ 事業費

対象トンネルの修繕箇所数
　　　　　　　　　　　　　4箇所

対象トンネルの修繕箇所数
　　　　　　　　　　　　　3箇所

施策１ 事業費

事業費率　20％

事業費率　20％

施策１ 事業費

事業費率　20％

事業費率　18％

市 継続

橋梁長寿命化修繕
事業（15ｍ未満）
（旧橋梁定期点検
事業）

　市が管理する橋長15ｍ以下の橋梁
287橋について、事後的な対応から
予防保全型の維持修繕へと転換を
図るため、橋梁長寿命化修繕計画に
基づき下記の事業を行う。
・対象橋梁：287橋
・対象事業：①定期点検（5年/毎）　
                ②修繕設計
                ③修繕工事

－ A+

都
市
建
設
課

道路・交
通ネット
ワークの
整備

財
源
内
訳

評　　価

計画よりやや遅れているた
め、コスト縮減や優先順位の
見直し等による改善を図る
必要がある。

市 継続
トンネル長寿命化
修繕事業

　市が管理するトンネル４施設につい
て、事後的な対応から予防保全型の
維持修繕へと転換を図るため、トンネ
ル長寿命化修繕計画に基づき下記
の事業を行う。

対象箇所：4施設　
対象事業：①施設点検
　　　　　　  ②修繕計画の策定
　　　　　　  ③修繕工事

－ A+

都
市
建
設
課

道路・交
通ネット
ワークの
整備

財
源
内
訳

評　　価

概ね順調に進んでいる。

市 継続
市道0233号線
（木皿西明寺線）道路
整備事業

　当路線は、木皿地区と大塚地区を
結び、通勤や通学などの生活道路と
して地域住民にとって重要な路線で
あるが、幅員が狭く車両が交互通行
できない橋梁（西明寺橋）が存在し、
安心安全な道路として道路の拡幅や
橋梁の掛替が強く求められていること
から、道路改良を実施することで市民
の交通の利便性や安全性に寄与す
るもの。

－ A+

都
市
建
設
課

道路・交
通ネット
ワークの
整備

財
源
内
訳

評　　価

計画よりやや遅れているが、
要因の解決を図ることで、早
期の完成に努めたい。

市 継続 舗装修繕事業

　道路構造物の老朽化が進む中、予
防保全型の維持管理を実施し、安全
で快適な道路空間を創造するため
に、国が定める統一的な基準に基づ
き点検を実施し、施設の長寿命化を
視野に緊急度、優先度を踏まえた修
繕計画を策定し修繕を実施する。

－ A+

都
市
建
設
課

道路・交
通ネット
ワークの
整備

財
源
内
訳

評　　価

概ね順調に進んでいる。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅳ　安らぎと利便性が高いまちづくり（都市基盤）
　基本施策２　都市基盤の充実

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

25,000 25,000 39,634 35,627 4 2 4 4

Ｒ元 国県支出金 13,750 13,750 21,798 19,595 R6目標

～ 地方債 10,100 10,100 16,000 14,400 R6実績

Ｒ１０ その他

一般財源 1,150 1,150 1,836 1,632

19,308 4 2 3 4

Ｒ４ 国県支出金 R6目標

～ 地方債 17,300 R6実績

Ｒ７ その他

一般財源 2,008

13,000 20,000 10,000 9,218 4 2 2 3

Ｒ３ 国県支出金 R6目標

～ 地方債 11,700 18,000 9,000 8,200 R6実績

Ｒ１０ その他

一般財源 1,300 2,000 1,000 1,018

10,000 15,000 7,236 4,805 4 2 3 3

Ｒ３ 国県支出金 R6目標

～ 地方債 9,000 13,500 6,500 4,300 R6実績

Ｒ１０ その他

一般財源 1,000 1,500 736 505

施策１ 事業費

事業費率　50％

事業費率　42％

施策１ 事業費

事業費率　65％

事業費率　41％

施策１ 事業費

事業費率　35％

事業費率　18％

施策１ 事業費

事業費率　40％

事業費率　25％

市 継続
市道2292号線
（中妻豊田線）歩道
整備事業

　当路線は磯原中学校の通学路とな
る予定であるが歩道が未整備な状況
であり、歩行者や自転車が危険な状
況である。そのため、現在は当路線
を迂回し県道を通行し通学している
状況であり、地域から早期の歩道整
備が望まれているため、早期の歩道
整備を目指しているもの。 
歩道整備工事　L=800m　W=2.5m
（片側歩道）

－ A+

都
市
建
設
課

道路・交
通ネット
ワークの
整備

財
源
内
訳

評　　価

計画よりやや遅れているが、
早期の完成に努めたい。

市

Ｒ７
終了
※
事務
事業
評価
のた
め掲
載

ときわ団地排水対策
事業

　事業対象箇所であるときわ団地は、
大雨時の冠水に長年悩まされている
ことから、地域住民より冠水対策の陳
情があがっている場所であり、排水対
策が強く求められている。

110,567 A+

都
市
建
設
課

道路・交
通ネット
ワークの
整備

財
源
内
訳

評　　価

概ね順調に進んでいる。

市 継続
道路改良事業
（市道1178号松井線）

　当路線は、松井地区の集落を抜けて下
桜井石岡線（市道0102号線）と松井足洗
線（市道0235号線）を結ぶ狭隘な道路で
あることから、集落内の住民の通勤・通学
や緊急車両の走行など生活道路として通
行に支障をきたしている現状である。その
ため、地元からも道路改良の強い要望が
あるため、生活を支援し緊急車両等の安
全な通行を可能とするため、道路改良を
行うもの。道路改良工事　Ｌ＝800ｍ

150,000 A

都
市
建
設
課

道路・交
通ネット
ワークの
整備

財
源
内
訳

評　　価

概ね順調に進んでいる。

市 継続
市道1084号線
（下桜井線）歩道整備
事業

　当路線は、磯原地区と下桜井地区
を結び、通勤や通学などの生活道路
として重要な路線であり、通過交通量
も多いが歩道が未整備であり、安心
安全な道路として歩道の整備が強く
求められていることから、歩道を整備
し安全な道路として市民の交通の利
便性に寄与するもの。　
歩道整備工事　L=1,250m

70,000 A

都
市
建
設
課

道路・交
通ネット
ワークの
整備

財
源
内
訳

評　　価

概ね順調に進んでいる。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅳ　安らぎと利便性が高いまちづくり（都市基盤）
　基本施策２　都市基盤の充実

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

未定 未定 3,190 4 2 3 3

Ｒ６ 国県支出金 R6目標

～ 地方債 2,800 R6実績

その他

一般財源 390

未定 未定 0 4 2 3 3

Ｒ３ 国県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源

10,000 15,000 4 2 3 3

Ｒ８ 国県支出金 R6目標

～ 地方債 9,000 13,500 R6実績

Ｒ９ その他

一般財源 1,000 1,500

5,170 13,830 35,000 2 3 3 2

Ｒ７ 国県支出金 2,585 6,900 17,500 R6目標

～ 地方債 2,300 6,200 15,700 R6実績

Ｒ１５ その他

一般財源 285 730 1,800

施策１ 事業費

事業費率　20％

事業費率　20％

施策１ 事業費

事業費率　20％

事業費率　20％

施策１ 事業費

施策２ 事業費

市 継続
道路改良事業
（市道0231号線
臼場前大沢線）

　当路線は新駒木台団地と幹線道路を
結ぶ道路であり、過年度に道路改良工
事を実施しているが一部区間が未整備
となっているため幅員が狭小であり車
両や歩行者の通行に支障をきたしてい
る状況である。そのため令和5年2月に
地元常会長を中心に未整備区間の整
備要望があり、道路改良工事を実施す
ることで道路交通の利便性や安全性を
向上させるものである。
※令和8年度事業未実施

－ A

都
市
建
設
課

道路・交
通ネット
ワークの
整備

財
源
内
訳

評　　価

計画よりやや遅れているた
め、改善を図ることで早期の
完成につなげたい。

市 継続
市道2177号線外
（下相田線）排水整備
事業

　主要地方道日立いわき線に接続す
る市道2125号線及び市道2177号線
の周辺地域は台風等の大雨時には
度重なる冠水被害を受けていること
から、沿線の住民から排水対策を強
く要望されており、市道の改良工事と
合わせて排水を整備することにより冠
水被害の解消を図るもの。
道路改良延長：L=430m
※令和8年度事業未実施

－ A

都
市
建
設
課

道路・交
通ネット
ワークの
整備

財
源
内
訳

評　　価

概ね順調に進んでいる。

市 新規
下桜井地区舗装整備
整備事業

　茨城県土地改良事務所で整備中
の下桜井地区ほ場整備事業は令和8
年度の工事完成へ向けて整備を進
めており、ほ場内の道路（市道）は砕
石舗装で完成となるため市で表層工
を実施する必要があることから、場内
市道の舗装を実施するもの。
L=985m W=4.0～5.0m

25,000 A

都
市
建
設
課

道路・交
通ネット
ワークの
整備

財
源
内
訳

評　　価

市 継続
中郷自然公園整備
事業

　中郷自然公園の計画地は、2024年4月に
稼働した高萩市と北茨城市が共同でごみ処
理を行う高北清掃センターに隣接する山林
を公園として整備するもの。当該地には屋外
周遊型リサイクル展示施設としての遊歩道が
整備されており、広大な敷地内に、高齢者
向け健康増進器具や子ども向け遊具、公衆
トイレ等を設置することにより、環境への配慮
やエネルギーの有効利用等についての市
民の環境学習機会の創出をするとともに、誰
もが楽しく過ごせる憩いの場となるように計
画するものである。

560,243 A

都
市
建
設
課

公園・緑
地の整
備 財

源
内
訳

評　　価
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅳ　安らぎと利便性が高いまちづくり（都市基盤）
　基本施策２　都市基盤の充実

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

51,000 56,000 45,500 68,860 2 2 4 4

Ｈ２６ 国・県支出金 18,000 18,000 22,500 25,344 R6目標

～ 地方債 33,000 33,000 23,000 43,500 R6実績

その他

一般財源 0 5,000 16

2,233 4,000 4,000 3,948 1 2 4 4

Ｈ１２ 国・県支出金 450 900 900 470 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 1,783 3,100 3,100 3,478

4,088 4,088 4,088 3,626 1 1 4 4

Ｈ２８ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 4,088 4,088 4,088 3,626

99 1,212 940 88 2 2 4 2

Ｈ２１ 国・県支出金 72 670 670 64 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他 2 20 20 2

一般財源 25 522 250 22

施策３ 事業費

修繕及び改善棟数　1棟

修繕及び改善棟数　1棟

施策３ 事業費

解体棟数　2棟

解体棟数　2棟

施策３ 事業費

訪問指導による家賃滞納額
の圧縮

2,350千円の増

施策３ 事業費

耐震診断により所有する住宅の耐震性
を確認し、耐震性能向上につなげる。

1件の申込を受け、耐震診断士を派
遣し耐震診断を実施した。

市 継続
市営住宅長寿命化
推進事業

　標準的な修繕周期や改善周期を踏
まえて定期的な点検を行い、適切な
時期に予防保全的な修繕、改善等を
行うことで居住性及び安全性を維持
しつつ、老朽化する市営住宅の長期
的な活用（長寿命化）を図る。

－ A

都
市
建
設
課

住宅政
策の推
進 財

源
内
訳

評　　価

市営住宅の長寿命化工事を
計画どおりに実施した。

市 継続
市営住宅管理事業
（解体工事）

　下桜井（南）団地及び小野矢指団
地は築50年以上を経過した老朽化
の著しい木造又は簡易耐火住宅で
あり、市営住宅の効率的な運営と環
境悪化を防ぐため、空棟になり次第、
順次解体工事を実施し、用途廃止を
進めている。

－ A

都
市
建
設
課

住宅政
策の推
進 財

源
内
訳

評　　価

市営住宅の用途廃止に伴う
除却を計画どおりに実施し
た。

市 継続
市営住宅管理事業
（管理業務一部委託）

　復興住宅の完成に伴う管理戸数の
増加を機に、入居者に対するサービ
スの維持及び向上並びに収納対策
の強化を目的として、他自治体の公
営住宅においても夜間・休日緊急連
絡の受付、退去検査及び修繕見積り
の作成、滞納者への納入指導等で
実績がある茨城県住宅管理センター
に一部の業務を委託している。

－ A

都
市
建
設
課

住宅政
策の推
進 財

源
内
訳

評　　価

著しい物価の高騰により社
会情勢が厳しさを増す中に
あって、その影響を最小の
範囲で抑えることができた。

市 継続
木造住宅耐震診断士
派遣事業

　建築物の耐震改修の促進に関する法律
（平成7年法律123号）に基づき北茨城市
耐震改修促進計画を策定しており、既存
建築物の耐震性能を確保するため、耐震
診断とその結果に基づく耐震改修を促進
し、今後予測される地震災害から市民の
生命、財産を守ることを目的とする。
北茨城市耐震改修促進計画：令和8年3
月一部改訂、計画期間：令和4年度から
令和８年度

－ A

都
市
建
設
課

住宅政
策の推
進 財

源
内
訳

評　　価

申請物件に対して耐震診断
士を派遣し、耐震診断を実
施した。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅳ　安らぎと利便性が高いまちづくり（都市基盤）
　基本施策２　都市基盤の充実

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

500 500 500 0 2 2 4 2

Ｈ２７ 国・県支出金 319 319 319 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 181 181 181

300 300 300 0 2 3 4 1

Ｒ５ 国県支出金 225 225 225 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 75 75 75

93 2 2 4 2

Ｈ２１ 国県支出金 29 R6目標

～ 地方債 R6実績

Ｒ６ その他

一般財源 64

125,024 39,820 4 2 3 3

Ｒ５ 国県支出金 R6目標

～ 企業債 125,024 R6実績

Ｒ９ その他

企業一財 39,820

施策３ 事業費

耐震改修を行うことにより、既存建築
物の耐震性能の向上を図る。

広報誌・ホームページ等で制度周知
を行い募集したが、申請がなかった。

施策３ 事業費

危険なブロック塀等を撤去することによ
り、通学路等の安全性の向上を図る。

広報誌・ホームページ等で制度周知
を行い募集したが、申請がなかった。

施策３ 事業費

手続きが滞りなく行われるよう取
り組む。

申請２件に対して補助を実施し
た。

施策４ 事業費

進捗率　20％

進捗率　17％

市 継続
木造住宅耐震改修
助成事業

　建築物の耐震改修の促進に関する法律
（平成7年法律123号）に基づき北茨城市
耐震改修促進計画を策定しており、既存
建築物の耐震性能を確保するため、耐震
診断とその結果に基づく耐震改修を促進
し、今後予測される地震災害から市民の
生命、財産を守ることを目的とする。
北茨城市耐震改修促進計画：令和8年3
月一部改訂、計画期間：令和4年度から
令和８年度

－ A

都
市
建
設
課

住宅政
策の推
進 財

源
内
訳

評　　価

申請がなく事業実施なし。
今後、制度周知の機会を増
やし事業実施に繋げる。

市 継続
危険ブロック塀等
撤去費助成事業

　地震発生時に倒壊の危険性のある
ブロック塀等を撤去することで、通学
路等の安全性向上を図り、今後予測
される地震災害から市民の生命等を
守ることができる。

－ A

都
市
建
設
課

住宅政
策の推
進 財

源
内
訳

評　　価

申請がなく事業実施なし。
今後、制度周知の機会を増
やし事業実施に繋げる。

市

Ｒ６
終了
※
事務
事業
評価
のた
め掲
載

被災住宅復興支援
利子補給事業

　既存制度による被災住宅支援につ
いては，全壊‣大規模半壊に係る支
援が主なものとなっており、半壊・一
部損壊の住宅被害が多い本市にお
いては、支援が不十分な状況にあ
る。
　被災者が金融機関等からの借入金
を利用して住宅の補修等を行う場合
に利子額を補助することで負担の軽
減を図る。

－ A

都
市
建
設
課

住宅政
策の推
進 財

源
内
訳

評　　価

既存制度による被災住宅支
援の対象とならない被災した
方たちの負担軽減を図っ
た。

市 継続
峰岸地区上水道整備
事業

　将来にわたり持続可能な水道を確
立し、安全で安心な水を供給するた
め、峰岸地区において上水道の整備
を計画的に実施する。

409,630 A
施
設
課

上・下水
道の推
進 財

源
内
訳

評　　価

　昨今の世情の変化が著しいことから今後も情
勢を注視し、高騰するコストに対応するため、経
済性を考慮しながら、適切な事業執行を図って
いく。事業の優先度についてはA評価とし、計
画より早くR8年度中に事業完了を予定してい
る。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅳ　安らぎと利便性が高いまちづくり（都市基盤）
　基本施策２　都市基盤の充実

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

176,000 162,982 173,619 113,322 3 2 3 3

Ｈ１８ 国県支出金 R6目標

～ 企業債 176,000 162,982 173,619 113,322 R6実績

Ｒ１８ その他

企業一財

62,370 67,000 27,434 2 2 3 3

Ｒ４ 国県支出金 R6目標

～ 企業債 R6実績

Ｒ１４ その他

企業一財 62,370 67,000 27,434

258,582 1,751,526 2,955,333 755,557 4 2 4 1

Ｈ２ 国・県支出金 89,780 1,000,000 2,000,000 129,700 R6目標

～ 企業債 146,300 330,000 300,000 181,300 R6実績

その他 15,000 15,000 15,000 9,211

企業一財 7,502 406,526 640,333 435,346

30,000 90,376 83,363 146,432 4 2 4 1

Ｈ４ 国・県支出金 20,906 21,000 21,000 49,000 R6目標

～ 企業債 5,500 15,000 15,000 21,000 R6実績

その他 3,000 14,000 14,000 14,272

企業一財 594 40,376 33,363 62,160

施策４ 事業費

更新率　51％

更新率　52％

施策４ 事業費

進捗率　５％

進捗率　２％

施策４ 事業費

整備面積　4.5㏊

整備面積　4.0㏊

施策４ 事業費

66%

66%

市 継続 老朽施設更新事業

　安全で安心な水の提供と、将来に
わたり持続可能な水道の確立を図る
ため、老朽した施設（老朽管）の更新
を計画的に実施する。

3,884,633 A
施
設
課

上・下水
道の推
進 財

源
内
訳

評　　価

　毎年度コストが高騰しつづけているため、優先度
や緊急性の高い箇所を精査し、適切な事業執行を
図っていく。事業の優先度についてはA評価とし、
事業規模については現状維持を図っていくが、昨
今の世情の変化が著しいことから今後も情勢を注視
し、必要であれば事業の見直しを検討していく。

市 継続
華川浄水場施設整備
事業

　令和３年１０月１８日に供用開始した
華川浄水場は、付属する施設の経年
劣化が顕著に現れてきており、継続
して運用してくために整備が必要で
あり、安全で安心な水を供給するた
め、年次計画に基づいて施設の整
備・更新を実施する。

1,525,000 A
施
設
課

上・下水
道の推
進 財

源
内
訳

評　　価

　昨今の世情の変化が著しく、今後もコストの高騰が
懸念されるため、情勢を注視し予算とのバランスをと
りながら適切な事業執行を図っていく。事業の優先
度についてはA評価とし、事業規模については現状
維持を行っていくが、必要であれば適宜事業の見
直しを検討していく。

市 継続 公共下水道事業

　生活環境の改善と公共用水域の水
質保全に寄与するため、下水道管の
整備を進め、水洗化を促進する。（現
事業計画区域面積：299.6ha）

－ A
施
設
課

上・下水
道の推
進 財

源
内
訳

評　　価

一部、工事面積の減となっ
たが、整備を推進することが
できた。

市 継続 漁業集落排水事業

　北茨城市平潟地区漁業集落排水
施設の設置及び管理に関する条例
第2条
　市は、漁港及び周辺水域の汚濁を
防止するとともに、地域における公衆
衛生及び生活環境の向上を図ること
を目的として漁業集落排水施設を設
置する。

－ A
施
設
課

上・下水
道の推
進 財

源
内
訳

評　　価

計画どおり、施設の改築工
事を行うことができた。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅳ　安らぎと利便性が高いまちづくり（都市基盤）
　基本施策２　都市基盤の充実

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

92,400 3 2 3 3

Ｒ６ 国県支出金 R6目標

～ 企業債 R6実績

Ｒ７ その他

企業一財 92,400

36,245 3 2 3 3

Ｒ４ 国県支出金 R6目標

～ 企業債 R6実績

Ｒ６ その他

企業一財 36,245

施策４ 事業費

進捗率　100％

進捗率　 40％

施策４ 事業費

進捗率　100％

進捗率　100％

市

Ｒ7
終了
※
事務
事業
評価
のた
め掲
載

中郷浄水場中央監視
制御設備更新事業

　中郷浄水場は二級河川大北川から16,700㎥/
日を取水し浄水処理した後、市の中部及び南部
に供給している重要なライフラインであり、中郷
浄水場内の施設の管理は主にコンピュータによ
りシステム化されている。その中で監視制御設備
は自動制御や中央での状態監視・故障発報・
日々の帳票等を管理する設備で日々の水運用
に直結する装置である。耐用年数は10年であ
り、現在12年が経過している。また、対応する部
品の製造が2026年3月末と2年を切っており、故
障した際の対応が非常に困難となることが想定
され、更新を行うことでその解消を目指す。

232,100 A
施
設
課

上・下水
道の推
進 財

源
内
訳

評　　価

　昨今の世情の変化が著しいことから、情
勢を注視し機器の製作への影響が少なくな
るよう調整できるところは、実施していく。事
業の優先度についてはA評価とし、事業規
模については現状維持とする。

市

Ｒ６
終了
※
事務
事業
評価
のた
め掲
載

水管橋更新事業

　令和３年１０月３日に和歌山県で水管橋
の落橋事故が発生し約6万世帯、14万人
が断水被害を受けた。これを受け、市内
におけるすべての水管橋の緊急点検を実
施した。その結果、過去に漏水事故があり
経年劣化が著しく、今後被害が発生する
おそれのある水管橋を２橋選定した。安
定した水の供給に支障が出るおそれがあ
るため、これらの水管橋の更新を実施す
る。

97,075 A
施
設
課

上・下水
道の推
進 財

源
内
訳

評　　価

　原材料等の高騰がある中で、経
済性考慮しながらコスト削減に取り
組んだ結果、当初予算の83.2％
の費用で実施できた。事業はR6で
すべて完了した。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

8,872 4 4 4 1

国・県支出金 R6目標

Ｒ６ 地方債 R6実績

その他

一般財源 8,872

504,600 504,600 504,600 456,488 4 2 4 2

Ｒ５ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 504,600 504,600 504,600 456,488

44,070 44,070 44,070 34,578 4 3 3 2

Ｈ１１ 国・県支出金 29,380 29,380 29,380 23,052 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 14,690 14,690 14,690 11,526

3,415 3,415 3,415 2 3 4 2

Ｒ７ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 3,415 3,415 3,415

基本目標Ⅴ　人と地球にやさしい安全なまちづくり（自然環境・生活環境）
　基本施策１　環境保全・循環型社会の実現

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）

施策２ 事業費

環境基本計画、地球温暖化
対策実行計画の改定

改定の実施

施策３ 事業費

高萩北茨城市広域事務組合の
請求に基づき負担金を支払う

請求に基づき支払った。

施策４ 事業費

浄化槽普及率　56％

浄化槽普及率　56％

施策４ 事業費

施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

市

Ｒ６
終了
※
事務
事業
評価
のた
め掲
載

環境基本計画、地球
温暖化対策実行計画
改定

　環境基本法及び地球温暖化対策
の推進に関する法律等の規定に基
づき平成26年度に策定した計画につ
いて、10年の計画期間が終了するこ
とから、同計画について改定を行う。

－ A+

生
活
環
境
課

温暖化
対策・脱
炭素社
会の推
進

財
源
内
訳

評　　価

市民へのアンケート調査や策定
委員会（３回）、環境審議会（３
回）での議論を踏まえ、予定通り
計画の改定を行った。

市 継続
広域ごみ処理施設
整備事業

　令和元年10月1日に高萩・北茨城広域事
務組合が設立、組合が広域ごみ処理施設建
設を行い、北茨城市は建設費用の63％を負
担した。なお、当該事業に供する震災復興
特別交付税は、北茨城市の歳入分を全額組
合に負担した。
（参考）建設事業費　131億円
　また、令和5年度からは広域ごみ処理施設
（高北清掃センター）が稼働し、その運営に
係る経費（公債費含む）を経常費として計上
している。

34,455,945 A+

生
活
環
境
課

循環型
社会の
推進 財

源
内
訳

評　　価

請求に基づき支払った。

市 継続
浄化槽設置整備事業
費等補助金

　公共用水域の水質汚濁を防止するた
め、浄化槽を設置する市民に対し、その
設置に要する経費の一部を補助する。ま
た、平成20年度より単独処理浄化槽から
合併処理浄化槽へ切替える場合の撤去
費も補助することとし、更には、平成28年
度から生活排水を未処理で排水している
単独浄化槽及びくみ取り槽から転換の推
進を図るための補助を実施し、水質浄化
の速度を加速させる。

－ A

生
活
環
境
課

環境衛
生の充
実 財

源
内
訳

評　　価

浄化槽の転換に寄与でき
た。

市 継続 EVトラックリース

　環境への負荷の少ないＥＶトラック
の利用を行うことで、ＣＯ２、ＮＯｘ排
出削減を行い、行政が環境への負荷
を減らすことの姿勢を示すとともに、
脱炭素対策を加速させる。

－ A

生
活
環
境
課

環境衛
生の充
実 財

源
内
訳

評　　価
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅴ　人と地球にやさしい安全なまちづくり（自然環境・生活環境）
　基本施策１　環境保全・循環型社会の実現

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

13,340 3 3 4 3

Ｒ７ 国県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

Ｒ８ その他

一般財源 13,340

232,899 120,322 125,822 3 3 4 4

Ｒ７ 国県支出金 212,899 97,572 100,322 R6目標

～ 地方債 R6実績

Ｒ１２ その他

一般財源 20,000 22,750 25,500

214,720 322,080 3 3 4 4

Ｒ８ 国県支出金 107,360 161,040 R6目標

～ 地方債 107,300 161,000 R6実績

Ｒ９ その他

一般財源 60 2,508

施策２ 事業費

施策２ 事業費

施策２ 事業費

市 継続
自治体新電力会社
設立

　重点対策加速化事業を推進するた
めの中核となる自治体新電力会社を
設立し、市内の脱炭素推進と市内経
済の活性化を図る。
※令和８年度終了

13,340 A+

脱
炭
素
推
進
課

温暖化
対策・脱
炭素社
会の推
進

財
源
内
訳

評　　価

市 新規

地域脱炭素移行・
再エネ推進重点対策
加速化事業
【一般会計分】

2050年カーボンニュートラルを目指し、市民・
事業者・行政が一体となって脱炭素移行を推進
する。
【対象事業】
・住宅用太陽光発電・蓄電システム設置補助
（国補・市単）
・事業用太陽光発電・蓄電システム設置補助
（国補）
・営農型太陽光発電システム設置補助（国補）
・ゼロエネルギー住宅導入支援事業補助（国
補・市単）
・既存住宅断熱改修事業補助（国補・市単）

666,448 A+

脱
炭
素
推
進
課

温暖化
対策・脱
炭素社
会の推
進

財
源
内
訳

評　　価

市 新規

地域脱炭素移行・
再エネ推進重点対策
加速化事業
【特別会計分】

2050年カーボンニュートラルを目
指し、市民・事業者・行政が一体
となって脱炭素移行を推進する。
【対象事業】
裨益型太陽光発電設備整備事業
（旧清掃センター跡）

536,800 A+

脱
炭
素
推
進
課

温暖化
対策・脱
炭素社
会の推
進

財
源
内
訳

評　　価
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

200 200 200 163 2 1 4 2

Ｒ６ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 200 200 200 163

16,594 16,594 16,594 15,093 2 2 3 3

Ｈ２０ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 16,594 16,594 16,594 15,093

16,200 50,000 50,000 13,944 4 4 3 2

Ｈ１４ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 12,100 13,100 R6実績

その他

一般財源 4,100 50,000 50,000 844

4,950 4,950 4,950 37,389 4 4 3 2

Ｈ２６ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 4,950 4,950 4,950 37,389

基本目標Ⅴ　人と地球にやさしい安全なまちづくり（自然環境・生活環境）
　基本施策２　安全・安心の向上

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）

施策１ 事業費

補助件数　300件

補助件数　  82件

施策１ 事業費

防犯灯新規設置数　35灯

防犯灯新規設置数　28灯

施策１ 事業費

し尿処理率　100％

し尿処理率　100％

施策１ 事業費

火葬場使用率　100％

火葬場使用率　100％

施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

市 継続 交通安全推進事業

　自転車（交通）事故から頭部への損
傷や死亡リスクを軽減するため、自転
車用ヘルメットの着用を促進すること
を目的に令和６年度から自転車用ヘ
ルメットの購入費に対して補助する。
※令和５年４月１日の道路交通法第
６３条の１１が改正され、自転車に乗
車する場合はヘルメットを着用するこ
とが努力義務となった。

－ B

ま
ち
づ
く
り
協
働
課

生活安
全の向
上 財

源
内
訳

評　　価

令和6年度は８２件（中学生以上
４２件、小学生以下４０件）補助
し、自転車を利用する方のヘル
メット着用促進を図った。

市 継続
防犯灯・街路灯整備
事業

　夜間における犯罪の防止や交通安
全等、市民生活の安全を確保するた
め、防犯灯を設置する。また、区や常
会等の地域が管理する街路灯につ
いては、新設設置費やＬＥＤ化工事
費及び電気料を助成する。

－ A

ま
ち
づ
く
り
協
働
課

生活安
全の向
上 財

源
内
訳

評　　価

市が管理する防犯灯は、常会等から
市に移管されたものも含めてすべて
LED化済みであり、地域の負担軽減
や防犯の強化、脱炭素社会の実現を
推進した。

市 継続
環境センター設備
点検整備事業

　環境センターは、平成13年度まで
に基幹的整備を完了しているが、地
理的要因やし尿処理という施設要件
から、各施設の老朽化が著しく、予算
上部分的修繕で対処している現状か
ら、施設の計画的整備が望まれる。

－ A+

生
活
環
境
課

生活安
全の向
上 財

源
内
訳

評　　価

施設老朽化が著しいものの、設
備の更新や修繕により、機能を
維持し重要インフラとしての責務
を果たすことができている。

市 継続
葬祭場火葬炉修繕
事業

　火葬件数の増加及び施設の老朽化
が進む中で施設の安全性を保ちながら
円滑な施設運営を図るために、一定年
度（2，3年程度）毎に炉の修繕を行う。
また、棺の大きさの主流が6尺棺から
6.25尺棺に変わってきており、それに標
準的に対応できるのは3号炉のみであ
るため1号、2号炉のうち1炉を大型化更
新する必要があった。

－ A+

生
活
環
境
課

生活安
全の向
上 財

源
内
訳

評　　価

定期的な修繕工事により、
機能を維持し、重要インフラ
としての責務を果たすことが
できている。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅴ　人と地球にやさしい安全なまちづくり（自然環境・生活環境）
　基本施策２　安全・安心の向上

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

4,808 4,808 4,808 2,957 4 3 4 4

Ｒ５ 国県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 4,808 4,808 4,808 2,957

3,190 3 3 3 4

国・県支出金 R6目標

Ｒ８ 地方債 R6実績

その他

一般財源 3,190

2,500 2,500 2,500 2,000 2 4 4 1

Ｈ２４ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他 2,500 2,500 2,500 2,000

一般財源

4,172 4,172 4,172 4,046 3 4 3 2

Ｈ２３ 国・県支出金 427 427 427 561 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 3,745 3,745 3,745 3,485

施策１ 事業費

駆除件数　200件

駆除件数　165件

施策１ 事業費

施策１ 事業費

協議会として、国に対し、廃棄物処理施設
の解体費に対する補助を要望する。

勝目環境大臣政務官へ要
望書を手渡した。

施策１ 事業費

放射性物質濃度測定率
　　　　　　　　　　　　　100％

放射性物質濃度測定率
　　　　　　　　　　　　　100％

市 継続
スズメバチ駆除業務
委託

　市民の安全な生活環境の確保を図
るため、スズメバチの巣の駆除業務を
委託する。

－ A+

生
活
環
境
課

生活安
全の向
上 財

源
内
訳

評　　価

市民の安心安全に貢献でき
ている。

市 新規
葬祭場喫煙所整備
事業

　原状では葬祭場に喫煙スペースが
設けられておらず、喫煙者は敷地外
で喫煙することが常態化しており、側
溝内へ煙草の吸殻が捨てられること
も多く、落ち葉などへ引火し火災につ
いての懸念もある状況。よって、屋外
分煙施設の整備を行い喫煙者への
利便性向上行うもの。

－ A+

生
活
環
境
課

生活安
全の向
上 財

源
内
訳

評　　価

市 継続
廃棄物と環境を
考える協議会補助金

　当市内に一般廃棄物を搬入してい
る団体（地方自治体、一部事務組
合）と廃棄物の減量化と資源化を促
進し、未来の地球環境の保全に寄与
することを目的に設立している協議
会に対する補助を行う。

－ A

生
活
環
境
課

生活安
全の向
上 財

源
内
訳

評　　価

要望活動、協議会の開催を
無事行うことができた。

市 継続
放射性物質濃度
測定等事業

　購入及び借用している放射線量測
定器及び放射性物質濃度測定器を
使用し、公共施設等の空間線量率の
測定、市民への放射線量測定器貸
出しや食品及び土壌の放射性物質
濃度の測定を行う。
　また、地下水、河川水質・底質、一
般環境土壌中の放射性物質濃度等
の各種環境調査を実施する。

－ A

生
活
環
境
課

生活安
全の向
上 財

源
内
訳

評　　価

市内の放射性物質の状況の
把握を行うことができている。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅴ　人と地球にやさしい安全なまちづくり（自然環境・生活環境）
　基本施策２　安全・安心の向上

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

4,000 4,000 4,000 2,959 2 3 2 3

Ｈ１６ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他 4,000 4,000 4,000 2,959

一般財源

301,171 3 4 3 2

Ｒ５ 国県支出金 164,085 R6目標

～ 地方債 116,300 R6実績

Ｒ７ その他

一般財源 20,786

2 2 3 3

国県支出金 R6目標

Ｒ７ 地方債 R6実績

その他

一般財源

46,505 3 4 3 2

国県支出金 R6目標

Ｒ６ 地方債 27,000 R6実績

その他

一般財源 19,505

施策１ 事業費

霊園内保守工事を実施

霊園内保守工事を実施した。

施策１ 事業費

解体工事進捗率　90％

解体工事進捗率　90％

施策１ 事業費

施策１ 事業費

工事進捗率　100％

工事進捗率　100％

市 継続
泉沢霊園保全整備
事業

　霊園内の墓所区画通路、階段等は
経年劣化により路面が水溜りになり、
階段の一部タイルが剥がれ落ちる状
態になっているため、透水管、導水
管の設置及びアスファルト舗装替え、
側溝等設置、階段のタイル張替え及
びコンクリート補強を実施する。

－ A

生
活
環
境
課

生活安
全の向
上 財

源
内
訳

評　　価

老朽化による補修が必要な
部分を把握し補修できてい
る。

市

Ｒ７
終了
※
事務
事業
評価
のた
め掲
載

ごみ焼却施設整備
（解体）に関する事業

　令和５年度からの一般廃棄物（ごみ）処
理事業は、高萩・北茨城事務組合が事業
主体となる高北清掃センターに移行した。
それに伴い、廃止した旧北茨城市清掃セ
ンターの解体工事に関する事業を令和４
年度から開始している。令和４年度には
解体基本設計及び解体前のダイオキシン
類調査等を行なった。令和５年度には解
体工事及び工事監理業務委託の発注を
行い、令和７年６月の工事完了を見込ん
でいる。

726,880 A

生
活
環
境
課

生活安
全の向
上 財

源
内
訳

評　　価

予定どおり解体工事が進め
られている。

市 継続
いずみさわ会館屋上
防水補修工事

　平成8年に供用を開始したいずみさ
わ会館は、現在28年経過し、各所に
経年劣化により補修が必要な部分が
ある。その中でもエアコン室外機が設
置されている屋上については、陸屋
根の防水が劣化しており、補修を行
わない場合、湿気が建物全体に染み
込み建物全体の劣化を進ませること
になるため、早急な補修が必要な状
況にある。

3,000 A

生
活
環
境
課

生活安
全の向
上 財

源
内
訳

評　　価

市

Ｒ６
終了
※
事務
事業
評価
のた
め掲
載

葬祭場待合室
バリアフリー化事業

　葬祭場来場者の高齢化が進み、
座ったり立ったりが苦だとの意見が多
く寄せられており、議会でもバリアフ
リー化を求める質問が出されているた
め、現在の畳部屋から、段差を無くし
洋室化を行うことで、来場者の利便
性向上を図るもの。

46,505 A

生
活
環
境
課

生活安
全の向
上 財

源
内
訳

評　　価

予定どおり完成し、好評いた
だている。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅴ　人と地球にやさしい安全なまちづくり（自然環境・生活環境）
　基本施策２　安全・安心の向上

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

8,595 5,000 5,000 2,045 3 2 3 4

Ｈ１５ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 8,595 5,000 5,000 2,045

140,000 70,000 4 2 2 4

Ｈ２４ 国県支出金 67,429 38,379 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 72,571 31,621

3,246 3,246 3,246 4 2 2 4

Ｒ８ 国県支出金 2,500 2,500 2,500 R6目標

～ 地方債 R6実績

Ｒ１１ その他

一般財源 746 746 746

4,000 16,000 2,090 4 2 2 2

Ｈ２７ 国・県支出金 7,993 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 4,000 8,007 2,090

施策２ 事業費

市内急傾斜地の崩壊対策工事を行うと
ともに、県施工工事の一部を負担する。

華川町下小津田、関本町富士ケ丘の一
部、大津町西町の工事を実施した。

施策３ 事業費

施策３ 事業費

施策３ 事業費

消防水利整備数　１基

消防水利整備数　１基

県 継続 急傾斜対策事業

　急傾斜地における災害防止機能を
強化するため、危険と判断された箇
所において、急傾斜地崩壊対策事
業を実施する。

・下小津田地区（国補・県急傾斜地
崩壊対策事業）Ｒ２～

－ A

都
市
建
設
課

地域防
災の推
進 財

源
内
訳

評　　価

計画どおり工事を実施した。

市 継続 消防車両更新事業

　現在、消防本部に配置されている車両
は、整備されてから多年を経過し（化学車
２９年、水槽付きポンプ車２１年等）老朽化
により走行・消防活動に支障をきたすお
それがある。定期点検整備を実施してい
るところではあるが、経年劣化による不具
合も発生していることから、消防車両整備
事業計画に基づき順次更新をしていき、
令和９年度は化学車及び救急車を更新
するものである。
※令和8年度は更新車両なし

－ A
消
防
課

消防・救
急の充
実 財

源
内
訳

評　　価

市 新規
消防隊員用空気
呼吸器整備事業

　災害現場にて隊員が使用する空気呼吸器
を更新する。製造から15年を経過した呼吸
器は、オーバーホールの対象外（現在12基）
となり点検のみで不具合の修理ができず、今
後更新していく中でも耐用年数を超える呼
吸器が増えるため、年4基(令和8年～令和
11年計16基)ずつ整備し、順次更新を行うも
のである。火災時の煙や有毒ガス等の隊員
への暴露が取りざたされてきており、有害物
質吸入による危険性を低減させることでより
安全な活動につなげ、住民の生命・身体を
守ることとなる事業である。

12,984 A
消
防
課

消防・救
急の充
実 財

源
内
訳

評　　価

市 継続 消防水利整備事業

　消防法第２０条第２項（消防水利の
基準及び水利施設の設置等の義務）
の規定に基づき整備をするものであ
る。当市の基準数が１，１６３基である
が、現有数は９５６基（消火栓７１２
基、防火水槽２２９基、その他１５基）
で、２０７基の不足となっている。設置
比率は、８２．２％に留まっている。

－ A
消
防
課

消防・救
急の充
実 財

源
内
訳

評　　価

　当該水利の設置により、円滑
な消火活動に繋がるとともに、有
事の被害軽減が図られた。
　該当水利　消火栓：関南地区
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅴ　人と地球にやさしい安全なまちづくり（自然環境・生活環境）
　基本施策２　安全・安心の向上

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

1,300 4 1 3 2

国県支出金 R6目標

Ｒ８ 地方債 R6実績

その他

一般財源 1,300

3,405 4 1 1 4

Ｒ４ 国県支出金 2,117 R6目標

～ 地方債 R6実績

Ｒ７ その他

一般財源 1,288

施策３ 事業費

施策３ 事業費

防火服整備　15着

防火服整備　15着

市 新規
消防庁舎修繕事業
（車庫前アスファルト
舗装）

　庁舎建設より９年が経過し、車両が車庫
からアスファルト部へ出る部分、特に重量
のある救助工作車（１１ｔ）、水槽車・化学
車（８．８ｔ）部分の舗装の窪み（約３～７
㎝）が顕著になっている。緊急出場時の
消防隊員や、施設見学・出初式等で来庁
した市民の躓きやそれに伴う転倒のおそ
れがあることから、現在の通常舗装より強
度のある舗装に打ち換え修繕を行うもの
である。

1,300 A
消
防
課

消防・救
急の充
実 財

源
内
訳

評　　価

市

Ｒ7
終了
※
事務
事業
評価
のた
め掲
載

消防隊員用個人装備
整備事業

  消防隊員個人装備として現在使用し
ている防火服は、平成２２～２６年の５年
間に整備されたものである。貸与日から
１１～１５年経過しているため、経年劣
化による性能低下が進んでいる。職員
の身体の安全を守るため防火服を更新
し安全性を向上させることによって、効
率よく現場活動ができるようになり、消
防機能の強化を図ることを目的とする。

13,359 A
消
防
課

消防・救
急の充
実 財

源
内
訳

評　　価

　防火服の整備により、災害現
場にて活動する隊員の安全性
が向上、消防機能が強化される
ことで市民の安全に繋がった。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

40,000 90,000 未定 10,305 4 4 4 4

Ｒ６ 国・県支出金 26,000 58,500 R6目標

～ 地方債 14,000 31,500 R6実績

Ｒ１１ その他

一般財源 10,305

49,400 36,000 36,000 36,500 4 4 2 1

Ｈ２６ 国・県支出金 23,465 17,100 17,100 17,712 R6目標

～ 地方債 17,500 12,800 12,800 12,700 R6実績

その他 2,470 1,800 1,800 1,825

一般財源 5,965 4,300 4,300 4,263

1,500 20,000 20,000 7,000 4 4 4 4

Ｒ５ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 1,300 18,000 18,000 6,300 R6実績

その他

一般財源 200 2,000 2,000 700

17,023 17,023 17,023 14,497 4 4 4 1

Ｈ２６ 国・県支出金 12,766 12,766 12,766 9,984 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 4,257 4,257 4,257 4,513

基本目標Ⅵ　創意に満ちた活力あるまちづくり（地域産業の振興）
　基本施策１　産業の振興

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）

施策１ 事業費

令和7年度の国補林道開設事業の新規採択のため、路

線全体計画調査業務を発注し、路線計画の策定や自然

環境調査を実施し、申請のための資料を整理する。

路線全体計画調査業務を元に申請書を作
成し、事業採択を受けることができた。

施策１ 事業費

・用水路改良工事　Ｌ＝1,375ｍ　6地区
・排水路改良工事　Ｌ＝　100ｍ　1地区

・用水路改良工事　Ｌ＝1,176ｍ　5地区
・排水路改良工事　Ｌ＝ 　 99ｍ　1地区

施策１ 事業費

事業進捗率　10％

事業進捗率　10％

施策１ 事業費

活動実施面積（ha）　330

活動実施面積（ha）　294

施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

市 継続
花園地区林道開設
事業

　花園地区において、持続可能な森
林経営の基盤として林道を開設し、
充実した森林資源を有効に活用する
ことにより、地域を支え、持続的に発
展する競争力の高い林業・木材産業
の構築を図る。整備延長　L=1800ｍ
（うち橋梁L=25ｍ）、全幅員　W=5.0ｍ
（車道幅員W=4.0ｍ）、利用区域面積　
177.6ha

未定 A+

農
林
水
産
課

農林水
産業の
振興 財

源
内
訳

評　　価

花園水沼林道の全体計画
書を作成し、申請書の作成
と今後の林道整備事業の概
要を整理することができた。

市 継続
県単かんがい排水
整備事業

　山間急傾斜地帯に広がる水田は用
排水路の未整備地域が多く、水路機
能に支障を来しているため、機能の
回復と維持管理の軽減を図るため、
Ｕ字溝の布設や柵渠の底張りコンク
リート等の改良工事を実施し、農作業
の合理化を推進する。

－ A+

農
林
水
産
課

農林水
産業の
振興 財

源
内
訳

評　　価

老朽化した農業用水路や施
設を整備し、農作業の効率
化・省力化を図った。

県 継続
県営土地改良事業
（高田用水地区ほ場
整備）

　高田用水地区は、ほ場が未整備の
ため、土地改良事業により区画整理
及び用排水路の整備を実施し、農作
業の効率化と休耕農地の解消を図
る。また、担い手農家に農地を集積
することにより、将来にわたり安定した
営農体系を確立する。事業主体は茨
城県である。市の負担金は工事費の
10％である。受益面積41.5ha（区画
整理32.9ha）

－ A+

農
林
水
産
課

農林水
産業の
振興 財

源
内
訳

評　　価

土地改良事業実施に向けて
地区界の確定業務等を実施
し、事業の進捗を図った。
（県営事業）

市 継続
日本型直接支払事業
（多面的）

　国が閣議決定した新たな「食料・農
業・農村基本計画」において、その具
体的な施策として、産業政策である
「農地・水・環境保全向上対策」を新
たに導入し、本施策の実施により、食
料の安定供給の他、自然環境の保
全、良好な景観の形成など農業・農
村の持つ多面的機能の維持・発揮に
つなげていくことを目的とする。

－ A+

農
林
水
産
課

農林水
産業の
振興 財

源
内
訳

評　　価

11組織が対象地域において、農用地
等の維持管理等を実施した。活動実
施面積（ha）は目標を達成していない
が、多面的機能の維持・発揮に繋げ
た。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅵ　創意に満ちた活力あるまちづくり（地域産業の振興）
　基本施策１　産業の振興

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

6,500 16,500 16,500 19,804 4 2 4 4

Ｈ１４ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他 650 1,650 1,650 1,980

一般財源 5,850 14,850 14,850 17,824

8,000 8,000 9,500 4 4 2 1

Ｈ２６ 国・県支出金 0 3,915 3,915 4,662 R6目標

～ 地方債 0 3,000 3,000 3,600 R6実績

その他

一般財源 0 1,085 1,085 1,238

7,500 7,500 7,500 6,345 4 1 4 4

Ｈ２５ 国・県支出金 4,600 4,600 4,600 3,910 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 2,900 2,900 2,900 2,435

未定 未定 1,500 4 4 4 4

Ｈ２６ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 0 1,350 R6実績

その他

一般財源 0 150

施策１ 事業費

・大津漁港施設維持修繕工事（道路工事等
詳細設計、造成地・用地測量等・平潟漁港
施設維持修繕工事（修繕、軽微工事等）
・大津漁港施設維持修繕工事（道路工事等
詳細設計、造成地・用地測量等・平潟漁港
施設維持修繕工事（修繕、軽微工事等）

施策１ 事業費

・農道整備工事　L=　200ｍ　1地区
・防災安全施設工事　N=　1箇所　1地区

・農道整備工事　L=　188.5ｍ　1地区
・防災安全施設工事　N=　1箇所　1地区

施策１ 事業費

イノシシ捕獲数　580頭

イノシシ捕獲数　423頭

施策１ 事業費

事業進捗率　96％

事業進捗率　96％

市 継続
県単漁港施設整備
事業

　本市の水産業の生産基盤、流通の
拠点として漁港機能の増進と施設の
安全性を確保することを目的に、港
湾道路や防波堤等の補修整備を行う
ため県単事業を実施する。

－ A+

農
林
水
産
課

農林水
産業の
振興 財

源
内
訳

評　　価

漁港において、船舶の安全標
識、漁港用地の段差対策等の
整備を行い、施設の安全性、利
便性の向上が図れた。

市 継続 県単農道整備事業

　農耕車両の円滑な通行や農作業
の軽減、安全、効率化、農村環境の
向上を図るため、未舗装農道や整備
が必要な農道の工事を実施し、ま
た、土地改良施設等での作業の安全
を確保するための工事を実施する。
※令和8年度事業未実施

－ A+

農
林
水
産
課

農林水
産業の
振興 財

源
内
訳

評　　価

農道及び防災安全施設を整
備し、農作業の効率化・省力
化を図った。

市 継続
鳥獣被害防止総合
対策事業

　鳥獣による農林水産業に係る被害
が、鳥獣の生息分布域の拡大、農山
漁村における過疎化や高齢化の進
展による耕作放棄地の増加に伴い、
中山間地域等を中心に深刻化してい
ることから、その軽減に資することを
目的としている。

－ A+

農
林
水
産
課

農林水
産業の
振興 財

源
内
訳

評　　価

有害鳥獣であるイノシシを捕
獲することで、イノシシによる
水稲等の農作物被害から
守った。

県 継続
県営土地改良事業
（下桜井ほ場整備）

　下桜井地区は、ほ場が未整備のため、
ほ場整備事業により農業経営の安定化の
ための区画整理及び用水路の改良、並
びに湛水被害解消のための排水機場や
排水路の改良を一体的に実施しなけれ
ばならない地区であるため、かんがい排
水事業と併せて土地改良事業を実施す
る。事業主体は茨城県である。市の負担
金は工事費の10％である。受益面積
27.3ha

－ A+

農
林
水
産
課

農林水
産業の
振興 財

源
内
訳

評　　価

事業完了に向けて地元要望
の対応箇所を整備し、農作
業の効率化を図った。（県営
事業）
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅵ　創意に満ちた活力あるまちづくり（地域産業の振興）
　基本施策１　産業の振興

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

1,250 未定 未定 1,276 4 4 4 4

Ｈ２６ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 400 400 R6実績

その他

一般財源 850 876

380 380 380 2,286 3 3 4 4

Ｒ元 国県支出金 R6目標

～ 地方債 700 R6実績

その他

一般財源 380 380 380 1,586

269 269 269 237 4 4 4 4

Ｈ２３ 国・県支出金 201 201 201 177 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 68 68 68 60

4,900 4,900 4,900 85,146 2 4 4 1

Ｈ２３ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 4,900 4,900 4,900 85,146

施策１ 事業費

事業進捗率　96％

事業進捗率　96％

施策１ 事業費

・世界かんがい施設遺産のサミットへの参
加　・十石堀の維持管理活動の実施
・石炭露頭階段整備工事
・世界かんがい施設遺産のサミットへの参
加　・十石堀の維持管理活動の実施
・石炭露頭階段整備工事

施策１ 事業費

環境保全型農業実施面積　　　　　　　　　　
8ha

環境保全型農業実施面積　
3ha

施策１ 事業費

生産数量　3,103t(629ha)

生産数量　2,273t(461ha)

県 継続
下桜井地区県営
かんがい排水整備
事業

　下桜井地区のJR常磐線東側区域は、台風
や大雨の影響によって流末排水路である桜
井川が度々氾濫し、農地等の冠水被害が発
生している。また、当地区内の道路も同様に
冠水し、通学路や災害時の避難路としての
利用にも大きな影響を来している。そのた
め、湛水被害の解消と農業生産性の向上に
よる農業経営の安定化を図る目的として、排
水路の整備や排水機場の新設を行う。事業
主体は茨城県であり、市の負担金は工事費
の25％である。排水路整備L=1.2ｋｍ、排水
機場の新設　N=一式

－ A+

農
林
水
産
課

農林水
産業の
振興 財

源
内
訳

評　　価

事業完了に向けて創設換地
費の支払を実施した。（県営
事業）

市 継続 十石堀維持管理事業

　令和元年度に世界かんがい施設遺
産に登録された十石堀の広報活動
及び維持管理活動を実施している十
石堀維持管理協議会に補助金を支
給し、来場者の増加と十石堀の魅力
を広める活動や農業用水路の機能を
保全する活動等の支援を行う。

－ A+

農
林
水
産
課

農林水
産業の
振興 財

源
内
訳

評　　価

十石堀の維持管理活動、広報
活動支援及び石炭露頭の見学
施設の整備を実施し、十石堀の
魅力向上を図った。

市 継続
日本型直接支払事業
（環境保全）

　地球温暖化防止や生物多様性保
全に効果の高い営農活動の普及拡
大を図っていくことが必要となり、その
ためには、意欲のある農業者がより環
境保全に効果の高い営農活動に取り
組む必要がある。

－ A+

農
林
水
産
課

農林水
産業の
振興 財

源
内
訳

評　　価

市外からの取組者の１人減によ
り、活動面積の目標は達成でき
なかったが、引き続き環境に配
慮した環境保全に取り組んだ。

市 継続 転作達成促進事業

　米の生産調整の推進及び農家の所得
安定を図るため、飼料用米・稲発酵粗飼
料用稲（WCS用稲）等の転作作物を生産
する米の生産調整協力農家に対し、助成
を行う。
　市内の稲作農家が生産した稲発酵粗飼
料用稲（WCS用稲）等の飼料作物を畜産
農家へ供給し、牛から排出される堆肥を
再び田に戻す「地域資源循環型農業」の
構築を目指すため、耕畜連携推進協議
会に補助金を交付し、推進を図る。

－ A

農
林
水
産
課

農林水
産業の
振興 財

源
内
訳

評　　価

転作作物の耕作に対し、市独自
の上乗せ助成を行うことで、生
産数量目標を大きく上回る数値
で達成することができた。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅵ　創意に満ちた活力あるまちづくり（地域産業の振興）
　基本施策１　産業の振興

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

76,385 46,400 59,699 14,740 2 1 3 4

Ｒ４ 国県支出金 R6目標

～ 地方債 57,200 34,800 44,700 11,000 R6実績

その他

一般財源 19,185 11,600 14,999 3,740

5,435 5,435 5,435 4,300 2 2 4 4

Ｈ２４ 国・県支出金 4,500 4,500 4,500 3,959 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 935 935 935 341

未定 未定 未定 3,500 2 1 4 4

Ｒ６ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 3,500

1,500 1,500 1,500 3,750 2 4 4

Ｈ２４ 国・県支出金 1,500 1,500 1,500 3,750 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源

施策１ 事業費

施設全体の更新

計画どおり給湯ボイラー更
新工事を実施

施策１ 事業費

国の経営所得安定対策制度
等事務の適正処理の実施

当制度に関する一連の事務を
適正に実施

施策１ 事業費

機械購入費支援者人数１名

機械購入費支援者１名

施策１ 事業費

認定新規就農者数(H24年
度からの累計)　　　　11人

認定新規就農者数(H24年
度からの累計)　　　　  8人

市 継続
茜平総合交流施設
維持管理事業

　当該施設は、築25年を経過してお
り、設備等を含む施設全体の更新時
期であることから、空調設備や客室の
水回り、照明器具のLED化、その他
関連設備の更新等により利用客への
サービス向上や施設の安心安全な
管理運営を図る。

－ A

農
林
水
産
課

農林水
産業の
振興 財

源
内
訳

評　　価

老朽化した給湯ボイラー設
備を更新し、安心安全に利
用できる環境改善を図った。

市 継続
水田農業対策地域
推進事業

　米の生産調整の推進を図るため、
国の経営所得安定対策制度等の推
進及び戦略作物の生産振興により、
農業者の所得安定を図る。また、将
来を見据えた農地の利用集積、耕作
放棄地の解消、担い手の育成及び
確保に取り組む。

－ A

農
林
水
産
課

農林水
産業の
振興 財

源
内
訳

評　　価

国の経営所得安定対策制度等を
利用した需要に応じた米生産の
推進を図るため、当制度に関する
一連の事務作業を行うとともに周
知活動も併せて実施した。

市 継続 農業団体等支援事業

　有機農業に取り組む生産者の育成
を図るため、有機農業で使用する機
械を購入する者に対し、予算の範囲
内において北茨城市有機農業促進
補助金を交付する。

未定 A

農
林
水
産
課

農林水
産業の
振興 財

源
内
訳

評　　価

有機農業に取り組む農業者に
対して、有機農業で使用する機
械購入費用を支援し、有機農業
を促進した。

市 継続
新規就農総合支援
事業

　次世代を担う農業者となることを志向する
者に対し、就農直後の経営確立に資する資
金を交付することにより、青年等の就農意欲
の喚起と就農後の定着を図ることを目的とす
る。
　青年等就農計画の認定を受けた「認定新
規就農者」に対し、年間150万円、最長5年
間の資金を交付し支援する(通常、上期と下
期で1/2ずつ交付。夫婦共同経営の場合は
1.5倍の年間225万円を交付)。
　令和4年度採択者より、交付期間が最長3
年間となる。

－ A

農
林
水
産
課

農林水
産業の
振興 財

源
内
訳

評　　価

就農希望の相談者に対し、適切な
支援及び対応を行い１人の青年
等就農計画を認定した。また、既
認定者に対しても適切な事務の支
援を行なった。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅵ　創意に満ちた活力あるまちづくり（地域産業の振興）
　基本施策１　産業の振興

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

1,701 1,701 1,701 2,992 1 3 4 4

Ｈ１３ 国・県支出金 1,180 1,180 1,180 2,042 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 521 521 521 950

2,570 2,570 2,570 2,290 2 2 2 4

Ｈ２６ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他 2,570 2,570 2,570 2,290

一般財源

2,845 2,845 2,845 1,617 2 3 4 1

Ｓ５４ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他 2,845 2,845 2,845 1,617

一般財源

1,919 1,919 1,919 1,820 2 3 4 1

Ｈ２２ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他 1,859 1,859 1,859 1,760

一般財源 60 60 60 60

施策１ 事業費

当制度に関する一連の事務
を適正に実施する。

当制度に関する一連の事務
を適正に実施した。

施策１ 事業費

農地中間管理機構を介して担い手への
農地の集積・集約化を推進する。

農地中間管理機構を介して担い手への
農地の集積・集約化を推進した。

施策１ 事業費

市内（五浦地区、その他）の
松林の機能確保

市内（五浦地区、その他）の
松林の機能確保

施策１ 事業費

木工教室参加人数（組）
50組

木工教室参加人数（組）
42組

市 継続
日本型直接支払事業
（中山間）

　中山間地域等は、水源の涵養、洪
水の防止に大きな役割を果たしてい
るが、高齢化や生産条件が不利なた
め耕作放棄地が生じ、水土保全の大
きな損失が懸念されているため、地
域の共同取組や農作業を通じ耕作
放棄地の発生を防止し、水田の持つ
多面的機能の発揮を確保する。

－ A

農
林
水
産
課

農林水
産業の
振興 財

源
内
訳

評　　価

組織の取組に対して事業に
必要な事務の支援を行い、
中山間地域における耕作放
棄地の発生を防止した。

市 継続
農地中間管理受託
事業

　「地域集積協力金」の交付事業によ
り、農地中間管理機構を介した農地の
貸付・借受を推進し、担い手への農地
の集積・集約化や低コスト化、耕作放棄
地の減少を図ることを目的とする。
「地域集積協力金(地域に対する支
援)」地域における話し合い(地域計画)
により、地域で機構にまとまった農地を
貸し付けた場合、当該地域に対し交付
する。

－ A

農
林
水
産
課

農林水
産業の
振興 財

源
内
訳

評　　価

農地の貸付・借受の相談や更
新者対しての事務手続きを滞り
なく行い、担い手への農地の集
積・集約化を図った。

市 継続
松くい虫撲滅対策
事業

　松くい虫による被害を防止し、松林
の有する機能保持を図るため、公益
的機能の高い松林について、松くい
虫撲滅のための予防薬剤散布、伐倒
駆除、樹幹注入を実施する。

－ A

農
林
水
産
課

農林水
産業の
振興 財

源
内
訳

評　　価

五浦地区の予防薬剤散布
及び樹幹注入により、松枯
れ防止を図った。

県 継続 親子木工教室

　地元の間伐材を使用し、家庭で使
う学習机等を共同で製作し、地元産
材の良さを知ってもらいながら親子の
絆を深める。

－ A

農
林
水
産
課

農林水
産業の
振興 財

源
内
訳

評　　価

地元業者との交流を通して、
地元産の間伐材を使用し、
木材利用啓発及び親子の
絆を深めることができた。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅵ　創意に満ちた活力あるまちづくり（地域産業の振興）
　基本施策１　産業の振興

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

1,326 1,263 1,263 1,270 4 2 2 4

Ｈ２３ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 1,326 1,263 1,263 1,270

1,000 1,000 1,000 760 4 2 2 4

Ｒ２ 国県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 1,000 1,000 1,000 760

550 600 600 279 4 2 2 4

Ｈ２３ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 550 600 600 279

300 300 300 284 4 2 2 2

Ｈ２３ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 300 300 300 284

施策１ 事業費

漁業者の漁獲共済加入を図る
ため掛金の一部を助成する。

漁獲共済加入の漁業者へ掛金
の一部助成を行った。

施策１ 事業費

外国人技能実習生を受け入れる
ための経費の一部を助成する。

38人の実習生を受け入れ、技術
継承等が図られた。

施策１ 事業費

中小漁業者等への貸付に対す
る保証料の助成を行う

金融機関から漁業者への貸付7件に
保証料の2分の1の助成を行った。

施策１ 事業費

船底清掃等のための船体上下
架の経費に対し助成を行う。

漁船39隻分の上下架に対し経
費の助成を行った。

市 継続
漁獲共済加入漁業者
掛金助成事業

　国の資源管理・漁業所得補償対策
における制度に加入した漁業者の漁
業共済掛金の一部を助成し、漁業所
得補償制度の活用を図る。

－ A

農
林
水
産
課

農林水
産業の
振興 財

源
内
訳

評　　価

中小漁業者の漁獲共済加
入が促進され漁業所得が補
償されたことにより漁業経営
の安定化が図られた。

市 継続
北茨城市技能実習生
受入事業

　市内の水産業において、外国人技
能実習生を積極的に受け入れること
により、人的交流、技術継承による国
際貢献等をはかり水産業の活性化を
目指す。

－ A

農
林
水
産
課

農林水
産業の
振興 財

源
内
訳

評　　価

実習生受入により技術の継承が
図られた。また、実習生が漁業
に従事することにより担い手不
足が進む水産業が活性化した。

市 継続
水産業信用保証料
補給事業

　本市の水産業の生産基盤である中
小漁業者等の生活基盤の安定を支
援するため、天候や経済情勢にの影
響を受けやすい中小漁業者等に対
し、金融機関からの貸付に係る保証
料のうち2分の1を市が助成する。

－ A

農
林
水
産
課

農林水
産業の
振興 財

源
内
訳

評　　価

近代化を進める中小漁業者
を支援したことにより、漁業
経営の安定化が図られた。

市 継続
漁船燃費向上支援
事業

　漁船の燃料消費量削減の取り組み
を促進するため、船体を上下架し船
底等の清掃を行うことに要する経費
に対して助成を行う。

－ A

農
林
水
産
課

農林水
産業の
振興 財

源
内
訳

評　　価

燃油等の経費が高騰する中、燃
費向上のために行う事業の支援
をしたことにより、中小漁業者の
経営の安定化が図られた。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅵ　創意に満ちた活力あるまちづくり（地域産業の振興）
　基本施策１　産業の振興

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

400 400 400 400 1 2 4 4

Ｈ２３ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 400 400 400 400

2,000 2,000 0 4 1 0 0

Ｒ元 国県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 2,000 2,000

4,000 4,000 4,000 4,000 2 4 3 2

Ｈ２７ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 4,000 4,000 4,000 4,000

1,600 1,600 1,600 800 2 1 4 2

Ｈ２８ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 1,600 1,600 1,600 800

施策１ 事業費

水産加工物の新商品開発のた
めの経費の助成を行う
情報交換会の開催や水産加工品の新商品
品評会へ出品する等、新商品開発が図ら
れた。

施策１ 事業費

新規事業候補地の選定に向け
て、茨城県と協議を実施する。
新規事業候補地の選定に向けて、茨城県
と協議を実施したが候補地の選定には至ら
なかった。

施策２ 事業費

補助件数　2件

補助件数　2件

施策２ 事業費

商品開発・改良・販路開拓
事業補助金　2件

商品開発・改良・販路開拓
事業補助金　1件

市 継続
水産加工物新商品
開発支援事業

　多様化する消費者のニーズに対応
する水産加工物を提供するため、新
たな水産加工物の特産品を開発する
ための経費に対する助成を行う。

－ A

農
林
水
産
課

農林水
産業の
振興 財

源
内
訳

評　　価

特産品開発や新商品開発
のため、市場調査や試作品
の開発などが促進された。

市 継続
県営土地改良事業
調査・計画

　北茨城市内のほ場が未整備の地
区において、農地の大区画化等の整
備を実施し、農業経営規模の拡大に
よる農地の有効利用や農業経営の
効率化を図る、土地改良事業として
取り組むための調査・計画事業であ
る。調査計画の事業主体は茨城県で
あり、市は事業費の50％の負担割合
となる。

－ B

農
林
水
産
課

農林水
産業の
振興 財

源
内
訳

評　　価

新たな基盤整備候補地の選
定には至らなかったが、引き
続き候補地の選定を実施す
る。

市 継続 起業支援事業

　市内で創業する者に対して、創業
に係る経費の一部を補助することに
より、創業を促進し、雇用の創出を図
る。

－ A

商
工
観
光
課

商工業
の振興

財
源
内
訳

評　　価

市内の創業を促進すること
で、地域経済の活性化が期
待できる。

市 継続
商品開発・販路開拓
支援事業費補助金

　市内の優れた資源を活用した商
品・役務の開発及び販路開拓等に要
する経費の一部を補助することによ
り、新たな特産品を増やすことや地域
発のブランド構築を実現し、事業拡
大を推進することで、新たな雇用の
創出を図る。

－ A

商
工
観
光
課

商工業
の振興

財
源
内
訳

評　　価

新たな特産品を開発し、販
路を開拓することで、地域経
済の活性化が期待できる。

-60-



令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅵ　創意に満ちた活力あるまちづくり（地域産業の振興）
　基本施策１　産業の振興

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

5,000 5,000 5,000 4,947 2 2 4 2

Ｈ２１ 国・県支出金 315 315 315 630 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 4,685 4,685 4,685 4,317

106,985 26,000 26,000 98,692 3 2 4 1

Ｈ１７ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 106,985 26,000 26,000 98,692

8,810 8,810 8,810 7,996 2 1 4 4

Ｓ５９ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

Ｒ１６ その他

一般財源 8,810 8,810 8,810 7,996

51,993 41,015 32,879 61,296 1 1 4 4

Ｈ８ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

Ｒ１６ その他

一般財源 51,993 41,015 32,879 61,296

施策２ 事業費

住宅リフォーム助成金補助
件数　50件

住宅リフォーム助成金補助
件数　54件

施策２ 事業費

誘致・増設企業(奨励金交付
企業数)　2件

誘致・増設企業(奨励金交付
企業数)　3件

施策２ 事業費

契約率　43％

契約率　31％

施策２ 事業費

契約率　43％

契約率　31％

市 継続
住宅リフォーム資金
助成補助金

　市民の消費の推進と市内施工業者
の振興を図ることを目的として、一定
の条件を満たしている対象者が居住
する住宅の修繕・改造・模様替え等
を市内業者を使って行う際に、工事
価格（消費税抜き）の１０％（限度額１
０万円）を補助する。

－ A

商
工
観
光
課

商工業
の振興

財
源
内
訳

評　　価

補助金制度の活用により、
市民の消費喚起を促進し、
市内施工事業者の振興を
図った。

市 継続 企業誘致奨励金

　市内の工業団地へ新設および増設
をした企業に対し、固定資産税額相
当分の奨励金を交付することにより、
優良企業の誘致と既存企業の事業
所増設の促進を図るとともに、工業振
興と雇用の拡大を図る。

－ A

商
工
観
光
課

商工業
の振興

財
源
内
訳

評　　価

企業の進出や既存企業の増
設を促進し、企業継続と雇
用の拡大を図った。

市 継続
高萩・北茨城広域
工業用水道事業
（補助金）

　工業団地の造成に伴う工業用水
を、茨城県が実施する大北川総合開
発事業（小山ダム）に求め、安定供給
を実施している。

－ A

商
工
観
光
課

商工業
の振興

財
源
内
訳

評　　価

目標（計画水量）までの需要
は無いが契約事業者に対し
安定的な供給を実施してい
る。

市 継続
高萩・北茨城広域
工業用水道事業
（出資金）

　工業団地の造成に伴う工業用水
を、茨城県が実施する大北川総合開
発事業（小山ダム）に求め、安定供給
を実施している。

－ A

商
工
観
光
課

商工業
の振興

財
源
内
訳

評　　価

目標（計画水量）までの需要
は無いが契約事業者に対し
安定的な供給を実施してい
る。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅵ　創意に満ちた活力あるまちづくり（地域産業の振興）
　基本施策１　産業の振興

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

780 1 0 1 1

Ｈ２９ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

Ｒ６ その他

一般財源 780

0 1 0 1 1

Ｈ２８ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

Ｒ６ その他

一般財源

60,000 328,696 57,354 2 3 4 2

Ｒ４ 国県支出金 R6目標

～ 地方債 52,500 R6実績

Ｒ９ その他

一般財源 7,500 328,696 57,354

7,000 7,000 7,000 7,483 2 3 4 2

Ｈ２６ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

　 その他 483

一般財源 7,000 7,000 7,000 7,000

施策２ 事業費

販路開拓による取引件数　
　　　　　　　　　　　　100作品

販路開拓による取引件数　
　　　　　　　　　　　　 80作品

施策２ 事業費

クリエイティブ企業等の誘致
件数　1件

クリエイティブ企業等の誘致
件数　０件

施策３ 事業費

新キャンプ場の造成工事に
着手

造成工事（伐採、抜根、構造
物撤去、井戸試掘）

施策３ 事業費

全国あんこうサミット来場者数
　　　　　　　　　　　　　50,000人

全国あんこうサミット来場者数
　　　　　　　　　　　　　45,000人

市

Ｒ６
終了
※
事務
事業
評価
のた
め掲
載

アートクラフト
ブランド化支援事業

　本市の芸術的な風土・資源を活用
して芸術によるまちづくりを推進し、
地元芸術家らの経営基盤の強化や
新たな芸術家を誘致するための取り
組みを実施する。

－ C

商
工
観
光
課

商工業
の振興

財
源
内
訳

評　　価

専用ホームページを活用した芸
術家紹介等の情報発信を実施
したが、販路開拓という目標の
達成には繋がらなかった。

市

Ｒ６
終了
※
事務
事業
評価
のた
め掲
載

クリエイティブ企業等
事務所開設・運営費
補助金

　シェアオフィスに市外から進出する
クリエイティブ企業に対して、経費の
一部を補助することで創業を促進し、
地域経済の活性化と新たな雇用の創
出を図る。

－ C

商
工
観
光
課

商工業
の振興

財
源
内
訳

評　　価

クリエイティブ企業の誘致を推
進したものの、要件を満たす
候補企業がなく、期待した成
果には至らなかった。

市 継続
新キャンプ場整備
事業

　揚枝方地区が有する日本の原風景
を生かしながら、ARIGATEEや期待
場で芸術体験を楽しんでいただく滞
在拠点として、キャンプ場の整備を進
める。

－ A

商
工
観
光
課

観光の
振興

財
源
内
訳

評　　価

造成工事に着手し、キャンプ場整備
のスタートを切れたが、建物に着手す
ることができなかったため、次年度以
降の工程の調整が必要である。

市 継続
全国あんこうサミット
事業

　全国各地のあんこう料理を一堂に集
め、美味しさ、素晴らしさを全国に発信
し、あんこうブランドの向上と各地域の
活性化の一助とすることを目的として開
催する。さらには、令和元年度をもって
終了となった「雨情の里港まつり（北茨
城市商工会主催）」の内容を組み込む
ことで、広範囲にわたる産業の活性化と
より高い経済効果が期待できる。

－ A

商
工
観
光
課

観光の
振興

財
源
内
訳

評　　価

当初1月としていた開催が3月に延期
され会場も変更となったが、前年能
登半島地震で被災した石川県珠洲
市も参加し、応援ブースを設けるなど
して特色ある回となった。
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令和8年度 令和9年度 令和10年度
令和6年度

決算
必要性 有効性 適正性 効率性

基本目標Ⅵ　創意に満ちた活力あるまちづくり（地域産業の振興）
　基本施策１　産業の振興

（単位：千円）

年　　度　　別　　事　　業　　費
令和6年度の事務事業評価

（事業期間が令和７年度以降の事業の場合は見込）施策の
大綱

事業
主体

新規
継続
の別

事　　業　　名 事　　業　　概　　要
事業
期間

総事業費
総合
評価

担
当
課

- - - 1,269 2 3 4 1

Ｈ２４ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

Ｒ７ その他

一般財源 1,269

3,300 3,300 3,300 3,000 2 3 4 1

Ｈ２８ 国・県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

その他

一般財源 3,300 3,300 3,300 3,000

1,164 2 1 4 3

Ｈ３０ 国県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

Ｒ７ その他

一般財源 1,164

2,757 1 2 4 3

Ｒ元 国県支出金 R6目標

～ 地方債 R6実績

Ｒ７ その他

一般財源 2,757

施策３ 事業費

ノルディックウォーキング
参加者数　721人

ノルディックウォーキング
参加者数　193人

施策３ 事業費

来客数　12,000人

来客数　  6,083人

施策３ 事業費

観光入込客数　1,370,000人

観光入込客数　1,409,047人

施策３ 事業費

観光入込客数　1,370,000人

観光入込客数　1,409,047人

市

Ｒ７
終了
※
事務
事業
評価
のた
め掲
載

ノルディック・
ウォーキング事業

　筑波銀行・ＪＴＢ協賛事業(地域復興
支援プロジェクト)の一環として開催。
観光客の誘客及び参加者の健康増
進を図るため、市内の海や山の観光
名所等を巡りながらウォーキングを実
施する。

－ A

商
工
観
光
課

観光の
振興

財
源
内
訳

評　　価

五浦の新名所チームラボに立ち寄
り、参加者から好評であった。天心記
念五浦美術館も入館出来て、地域を
巻き込んでのイベントとすることがで
きた。

市 継続
北茨城市観光案内所
事業

　市内の観光振興及び支援に関し広く周知
を図る目的で、ＪＲ常磐線磯原駅構内にあっ
た中部サービスセンターの空きスペース内
で、北茨城市の総合的な観光情報の提供、
特産品の紹介、土産品の販売を行ってい
る。

北茨城観光案内所びすとれ　　　      　
H24.7月開設～H28.3月閉鎖　
北茨城観光案内所りとる（磯原駅構内）　
H28.3月開設、運営

－ A

商
工
観
光
課

観光の
振興

財
源
内
訳

評　　価

10月に愛称「りとる」とし、営業時間も
1時間延長、相互交流として大子町
の特産品も取り扱ったところ、利用者
数も大幅に増えてより親しみやすい
施設として好調に運営できている。

市

Ｒ７
終了
※
事務
事業
評価
のた
め掲
載

ツーリズムＥＸＰＯ
ジャパンへの出展
及び観光ＰＲ

　海外旅行、訪日旅行及び国内旅行
振興のため、地域にとってその魅力
を発信する最大の場であるツーリズム
ＥＸＰＯジャパンに出展しＰＲする。
※R７年度終了

1,906 A

商
工
観
光
課

観光の
振興

財
源
内
訳

評　　価

るるぶ北茨城市1,200冊配布、商談
約80社、ＳＮＳ新規フォロワー獲得数
658件、その他新しい観光ＰＲを提案
する事業者、有用なコンテンツに触
れることが出来た。

市

Ｒ７
終了
※
事務
事業
評価
のた
め掲
載

観光振興推進事業

　平成30年度に観光を活用したまちづく
り、地域の活性化を目的として「北茨城市
観光アクションプラン」を策定。アクション
プランのアクション項目をもとに事業を展
開していたが、新型コロナウイルスの感染
拡大により、観光情勢・観光のスタイルが
大きく変化したことを受け、新たに「北茨
城市観光アクションプラン改訂版」を策
定。市が抱える観光の課題解決に向け
て、市内事業者と協議し、行うべき事業を
決定する。

37,833 A

商
工
観
光
課

観光の
振興

財
源
内
訳

評　　価

台湾のインフルエンサーを招へいし
て市内観光の様子をSNSで投稿して
もらった。記事を見た人の数が約31
万人以上に達し、広く世界に北茨城
の観光についてPRできた。

-63-


